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Ⅰ．施設再編方針について 

 

 １．豊中市公共施設等総合管理計画における位置づけ 

  豊中市では、平成 29 年（2017 年）3 月に、「豊中市公共施設等総合管理計画（以下、「総合

管理計画」とします。）」を策定しました。 

総合管理計画では、公共施設によるサービスが将来に亘って安定して維持できる持続的なし

くみを構築するとともに、より良い公共サービスを実現することをめざし、公共施設等マネジ

メントの基本方針やその推進体制について定めています。限られた財源と施設を有効に活用し

つつ、市民ニーズの変化に応えていくためには、公共と民間とが適切な役割分担を行うととも

に、サービス内容や施設のあり方を見直し、持続可能な公共サービスを提供していくことが必

要です。 

  この「施設再編方針」は、より良い公共サービスの実現に向けて、総合管理計画の第Ⅴ章で

定めた建物施設の施設種別ごとに、中長期的な視点で公共施設等マネジメントの基本方針を具

現化するための課題と方策を検討し整理するものです。 

  なお、施設再編方針の策定は平成 29 年度（2017 年度）が初年度であり、今後は公共施設マ

ネジメントの取組み状況や社会情勢等の変化を踏まえ、原則として１年ごとに見直しを行う予

定です。（例年、7 月の更新を予定しています。） 

 

 ２．施設再編方針における整理事項 

  施設再編方針では、施設情報として、施設種別名や重点検討施設（※）の有無等をまとめて

います。（※重点検討施設：建替え時期が迫っているなど、早期に今後の方針を検討すべき施設） 

  さらに、「再編に向けた課題と方針」として、総合管理計画の第Ⅳ章で掲げる公共施設等マ

ネジメントの基本方針を具現化するための論点と今後の方針について、以下の 5 項目に分類し、

整理しています。 

  ① 施設総量フレームの設定 

平成 52 年度（2040 年度）までに平成 26 年度（2014 年度）比施設総量 80％の達成 

  ② 維持管理経費の削減 

外部活力の導入等による経費削減 

  ③ 戦略的配置、複合化・多機能化の推進 

機能に着目した施設再編 

  ④ 施設利用の促進 

施設利用に関わる情報発信、市民ニーズに応じた機能整備 

  ⑤ 公民連携の促進 

経費削減に加え、公民のアイデアやノウハウの融合による施設整備・公共サービスの提

供 
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 ３．今後の取組み 

  今後の施設再編においては、施設種別の枠組みにとどまらず、公共施設全体で戦略的配置に

ついて検討し、複合化・多機能化を進めていくことが必要です。 

  そこで、今回策定した施設再編方針をもとに、公共施設全体の課題整理や再編に向けた検討

を、全庁横断的に行います。その上で、再編内容が定まった案件については「個別実行計画」

をまとめ、具体的な施設の建替え・改修・再編に着手するものとします。 

  また、今回策定した施設再編方針では、期限を定めて方向性を明らかにすることとしている

内容があります。これらについては、その進捗状況を把握し、計画的に、施設再編に向けた議

論を深めていくものとします。 

 

◆ 総合管理計画 計画期間全体のスケジュール 
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Ⅱ．これまでの取組みと進捗状況 

 

  総合管理計画は平成 29 年度（2017 年度）から開始するものではありますが、市では以前か

ら「豊中市市有施設有効活用計画」（平成 23 年度策定）に基づき、施設の有効活用を進めてき

ました。 

  ここでは、平成 26 年度（2014 年度）から平成 28 年度（2016 年度）にかけて実施した主

な案件で総合管理計画に掲げる目標達成に効果があったもの及び現在取組みを進めている主

な案件の進捗状況について、まとめます。 

 

【平成 26 年度（2014 年度）から平成 28 年度（2016 年度）にかけて実施した主な案件】 

  ● 特別養護老人ホームほづみについては、民間事業者によるサービス供給が主流となって

いることを踏まえ、平成 27 年度（2015 年度）に市立施設を廃止しました。廃止後の建物

は民間事業者に譲渡し、施設機能は民間事業者により引き続き維持されています。 

  ● 知的障害者通所更生施設みのり園について、民間の生活介護事業所における重度障害者

の受け入れが進んでいることを踏まえ、平成 28 年度（2016 年度）に市立施設を廃止しま

した。廃止後の建物は民間事業者に譲渡し、施設機能は民間事業者により引き続き維持さ

れています。 

  ● 老人デイサービスセンターは平成 28 年度（2016 年度）から、老人福祉センターは平成

29 年度（2017 年度）から、建物施設を民間事業者へ貸し付け、「介護予防センター」と

して民間事業者による事業運営を実施しています。利用者など市民の参画のもと、民間事

業者のノウハウを生かした事業展開を行うことで、地域包括ケアシステム構築の推進を図

ります。 

  ● 環境部事業所（ごみ収集拠点）は、平成 28 年度（2016 年度）まで中部事業所・北部事

業所の 2 事業所体制でしたが、ごみの収集運搬体制の見直し（公民の役割分担）に伴い、

平成 29 年度（2017 年度）から 1 事業所体制へ移行しました。廃止後の旧北部事業所は、

企業誘致の推進を図る目的での売却に向け、手続きを進めています。 

  ● 都市基盤部の作業事務所は、勝部分室（道路維持課）と稲津分室（水路課）の 2 施設で

したが、組織・体制の見直しを行い、平成 28 年度（2016 年度）から 1 施設体制へ移行し

ました。なお、廃止後の旧水路課稲津分室は、暫定的に文化財や行政文書の保管庫等とし

て活用を図ります。 

 

【平成 29 年（2017 年）7 月現在取組みを進めている主な案件】 

  ● 障害児・障害者のライフステージに応じた支援を継続し、障害種別に関わらない市域の

中核的な療育支援施設として現在のしいの実学園（医療型児童発達支援センター）とあゆ

み学園（福祉型児童発達支援センター）を、障害福祉センターひまわりに機能を集約し、

（仮称）新・児童発達支援センターとして一体的に運営することを決定し、取組みを進め

ています。 
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● 老朽化が進んでいる福祉会館と母子父子福祉センターについて、地域活性化に資する機

能を付加するとともに、福祉機能の充実と利便性の向上を図るため、複合施設として建替

えすることを決定し、取組みを進めています。 

  ● 庄内温水プールを廃止し、跡地については、魅力あるスポーツ空間を創出し南部地域の

活性化を図るため、隣接するグリーンスポーツセンターと一体的に整備することを決定し、

取組みを進めています。 

  ● 南部地域に散在する老朽化した施設や、地域の課題解決・魅力づくりにつながる新たな

機能を集約し、地域の行政サービスや市民活動推進の拠点となる「（仮称）南部コラボセ

ンター」について基本構想をまとめ、その具体化に向けた取組みを進めています。 

 

【施設再編方針による公共施設等マネジメントの進捗管理について】  

 総合管理計画での試算基準年度となる平成 26 年度（2014 年度）末時点と比較した平成 28 年

度（2016 年度）末時点の総合管理計画対象の施設総量については、以下のとおりです。 

平成 26 年度（2014 年度）末時点（基準延床面積） 1,013,316 ㎡ 

平成 28 年度（2016 年度）末時点 1,010,943 ㎡ 

増減 ▲2,373 ㎡ 

基準年度からの施設総量割合 99.8％ 

主な面積増施設 ・文化芸術センター 

主な面積減施設 ・特別養護老人ホームほづみ 

・みのり園 ・老人福祉センター 

・老人デイサービスセンター 

・借上住宅 

  上記の施設総量を一つの目安とし、総合管理計画に基づく公共施設等マネジメントの進捗管

理を進めていきます。また併せて、維持管理経費の削減や複合化・多機能化・戦略的配置、施

設利用の促進等、公共施設等マネジメントの基本方針の論点や今後の取組み等についても、施

設再編方針により管理、推進していきます。 

 

※総合管理計画の対象は、「市が保有または賃借する公共施設等」です。 

建物を市が保有する場合、その建替えや修繕の費用は市が負担しますが、民間の建物を賃借

する場合でも、賃料を通じて実質的に建替えや修繕の費用を負担していると言えます。そのた

め、民間の建物を賃借する場合も、総合管理計画の対象としています。 

  また、公共施設等とは、行政目的で行政サービスを提供している施設であり、市が管理運営

主体となっている施設を指します。（委託・指定管理等も含みます）そのため、市が保有する

建物であっても、運営が民営化された場合は、施設総量の削減として扱います。 

ただし、建物を保有していることで、複合化・多機能化・戦略的配置等、市の関わりは継続

しますので、施設再編方針による進捗管理は継続していきます。 
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Ⅲ．施設再編方針 

 

１．学校教育施設 

 

小中学校 

施設一覧 

重点検討施設 小学校 41 校、中学校 18 校 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・小学校 41 校、中学校 18 校で約 471,900

㎡。建物施設の延床面積全体のうち、約

47％を占める。 

・庄内地域における小学校 6 施設及び中学

校 3 施設を対象とした学校再編について

検討を進めている。 

・児童生徒数の将来推計や教室等学校施設

の利用状況を踏まえ、必要とされる施設

規模について精査する必要がある。 

 

・（仮称）庄内地域における「魅力ある学校」

づくり計画を平成 29 年度中に策定し、施

設一体型小中一貫校の創設に向け着実に

取組みを進める。 

・児童生徒数の将来推計や教室等学校設備

の利用状況を踏まえ、必要とされる施設

規模を見極めながら、減築を含めた建替

えを計画的に進める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・小学校 1 校あたりの平均維持管理費は約

1,900 万円/年（㎡あたり約 2,600 円）。 

・中学校 1 校あたりの平均維持管理費は約

2,000 万円/年（㎡あたり約 2,200 円）。 

・老朽化が進んだ施設が多く、修繕等に要

する経費が増加傾向にある。 

・人件費等、施設維持管理業務に係る経費

の削減手法について検討する必要があ

る。 

 

・個別の学校施設毎の長寿命化計画を平成

32 年度までに策定する。 

・大規模改修を計画的に実施することによ

り長寿命化を促進し、併せて維持管理費

を削減する。 

・人件費等、施設維持管理業務に係る経費

について現状分析を行うとともに、その

削減手法について検討を進める。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・コミュニティ施設等、地域住民が広く利

用できる施設との複合化や多機能化につ

いて検討する必要がある。 

・学校図書館と公立図書館とのさらなる機

能連携について検討する必要がある。 

・地域住民が広く利用できる施設との複合

化や多機能化については、先行的に実施

している学校施設において、学校教育に

資する効果について検証した上で、今後

の導入に関する検討を行う。（施設例）西

丘小学校の地域連携室 

・（仮称）南部コラボセンター開設に向け、

学校図書館と公立図書館それぞれの機能
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項目 現状・課題 対策・方針 

を生かし連携強化を図る。 

 

④ 

施設利用 

・学校体育施設開放事業や余裕教室の使用

許可等による、地域住民を対象とした施

設利用の促進を図る必要がある。 

・学校教育以外の機能との複合化や多機能

化にあたっては、児童生徒の安全確保に

留意する必要がある。 

 

・地域住民を対象とした施設利用に関して

運営手法の見直しを行うとともに、その

あり方について平成 30 年度を目途に方

針を定める。 

⑤ 

公民連携 

・学校施設管理業務及び業務執行体制（民

間事業者への業務委託等）の再編につい

て検討する必要がある。 

 ※市の事務事業の見直し関連 

 

・平成 30 年度を目途に再編に係る方向性に

ついて検討を実施。 

 

 

学校給食センター 

施設一覧 

重点検討施設 原田学校給食センター 

その他 走井学校給食センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・老朽化が著しかった服部学校給食センタ

ーを廃止し、現在は走井学校給食センタ

ー（平成 27 年度から供用開始）と原田学

校給食センターの 2 施設で運営してい

る。2 施設では約 8,200 ㎡。 

・老朽化が進んでいる原田学校給食センタ

ーに代わり、新たに（仮称）豊中市新・

第 2 学校給食センターの整備を進めてお

り、平成 31 年度 2 学期からの供用開始を

めざしている。 

・国が示す「学校給食衛生管理基準」に沿

った設備を備えつつ、児童数推計を踏ま

え必要とされる調理食数に対応できる規

模を精査し、施設整備を進めている。 

 

・中長期的な学校給食センターのあり方に

ついては、今後の児童数推計や学校給食

に係る国の動向等を注視しつつ、検討を

行う。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 9,700

万円/年（㎡あたり約 26,000 円）。 

・効率的な管理による経費の削減について、

引き続き取り組む必要がある。 

・走井学校給食センターは、設備総合維持

管理業務を委託し、空調換気設備、衛生

設備機器等の巡回点検、定期的な保守点

検業務を実施するとともに、設備の耐久

消耗品等のデータ収集、分析を行うこと

で、予防保全を目的とした長期整備計画

を提示させている。 

・（仮称）豊中市新・第 2 学校給食センター

は、維持管理業務についても民間活力を

導入する。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・学校給食センター2 施設以外に、単独調

理校 4 校（島田、庄内南、原田、蛍池）

がある。 

・単独調理校については、調理場の改修工

事についての課題を整理し、今後の児童

数の動向を踏まえた施設のあり方につい

て検討する必要がある。 

 

・単独調理校については、校舎の大規模改

修等と併せて、老朽化した調理場の改修

工事についての課題を整理し、今後の児

童数推計を踏まえた施設のあり方につい

て検討を行う。 

 

④ 

施設利用 

・走井学校給食センターにおいては、調理

場を俯瞰できる通路を設ける等、見学者

に対応できる施設整備を行っている。 

・食育や学校給食に関する情報発信拠点と

しての役割が求められる。 

 

・今後も、施設見学について周知を行うと

ともに、食育や学校給食に関する情報を

リアルタイムで発信する等ホームページ

等を活用した情報発信に努める。 

⑤ 

公民連携 

・（仮称）豊中市新・第 2 学校給食センター

の整備にあたっては、建設、運営、維持

管理を一括で発注する DBO 方式を採用

し、民間活力を導入した効率的かつ効果

的な施設運営をめざしている。 

 

・（仮称）豊中市新・第 2 学校給食センター

の供用開始にあたっては、民間活力を導

入したことによる効果の検証及び事業の

モニタリングを適切に行う。 
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教育センター 

施設一覧 

重点検討施設 教育センター 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 2,600 ㎡。 

・ルシオーレ 6 階及び 7 階を区分所有して

いる。 

・6 階には教育センター事務室（教職員課）

と教育関係図書展示及び教職員向け研修

スペース、支援教育係事務室（児童生徒

課）が配置されている。 

・7 階には子どもの心理、発達に関する相

談支援機能が配置されている。 

・利用状況の把握とともに面積の精査、他

施設との機能共有について検討する必要

がある。 

 

・教育センターとしては、教職員向けの法

定研修の実施にあたり、年間 20 回程度、

1 回あたり 100 名程度を収容できる研修

スペースが必要である。また、理科の実

習にあたっては、生物飼育水槽や栽培実

習用畑等が必要なほか、情報教育の推進

の観点から、電算サーバー室の設置が必

須となる。 

・子どもの心理、発達に関する相談支援は

近年需要が高まっていることから、適切

なスペースの確保が求められる。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 4,500 万円/年（㎡あたり

約 17,000 円）。 

・民間ビルを区分所有しているため、専有

部分の維持管理費に加えて管理費を支出

している（約 3,000 万円/年）ことが、維

持管理費が高額である要因の一つであ

る。 

・平成 28 年度から修繕積立金を支出してい

る。 

 

・今後も区分所有に応じた管理費及び修繕

積立金の負担が必要となる。 

・今後、施設全体の長期修繕計画の策定に

伴い、管理費及び修繕積立金の額が見直

されることも想定される。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・阪急蛍池駅から直結のルシオーレに配置

されており利便性が高いため、市民利用

が多い機能を優先的に配置することが望

ましい。 

・教育や子育て支援に関する相談機能につ

いて、市民の利便性向上と関係部局の連

携による業務の効率化を図るため、相談

拠点の最適配置について検討する必要が

ある。 

・教職員研修については放課後の時間帯や

・教職員向け研修部門については、駅前に

配置することが必須ではない。 

・相談支援機能の拠点のあり方については、

市民の利便性向上と業務の効率化を念頭

に置き、最適配置について平成 30 年度ま

でに検討を行い、方向性を定める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

学校の長期休暇中に実施されることが多

く、利用状況に偏りがあるため、スペー

スの有効利用が課題である。 

 

④ 

施設利用 

・本来、教職員向け研究及び相談支援に関

する機能を重視しているため、日常の会

場使用は教育委員会主催行事に限定して

いる。また、ロビーにおいて実施してい

る教科書展示会やその他の理科・科学関

連行事については、広報を行うことによ

って多数の利用者があり、盛況である。 

・不特定多数の市民の来所がないことから

配慮を要する相談支援機能の拠点として

は適している。 

・市民向け貸館については、本来の教職員

向け研修及び相談支援機能との調整が必

要である。 

 

・市民の利用促進を念頭に最適配置の検討

を進める。 

・一般利用の促進についての課題を整理し、

平成 30 年度までに検討を行い、方向性を

定める。 

⑤ 

公民連携 

  

 

 

少年文化館 

施設一覧 

重点検討施設 千里少年文化館、庄内少年文化館 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・2 施設で約 2,600 ㎡。 

・不登校支援事業（創造活動）のため、調

理室や和室、工作室等の設備を備えてい

る。 

・不登校状態で他者の視線を気にする子ど

もの支援という観点からは、不特定多数

の来庁者の多い複合施設で創造活動事業

を実施することは適切ではなく、単独館

での運営が望ましい。 

・千里少年文化館の老朽化が進行している

ことから、必要とされる施設規模、機能

について精査を行うとともに、将来的な

市民ニーズを踏まえた最適配置について

検討を進め、平成 30 年度を目途に方向性

を定める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

② 

維持管理 

経費 

・1 館あたりの平均維持管理費は約 1,100

万円/年（㎡あたり約 9,000 円）。 

・千里少年文化館は築 45 年が経過し、老朽

化が進行している。 

・子どもの居場所づくり事業の文化クラブ

等について、対象やサービスについて精

査を行い、他部署と重複している場合は

事業の整理を行う必要がある。 

 

・施設の老朽化に伴い維持管理経費が増加

していることから、今後の最適配置を検

討する中で維持管理経費の削減を念頭に

置いた検討を進める。 

・子どもの居場所づくり事業の文化クラブ

等について、対象やサービスが他の部署

が実施する事業と重複している場合の統

合・調整を進める。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・北部と南部に 2 施設を配置。千里少年文

化館については老朽化が進んでいるた

め、建替え時期に合わせた施設再編につ

いて検討する必要がある。 

・児童生徒課の事務室は現在少年文化館、

青年の家いぶき、教育センターに分散し

ており、効率的な施設配置について検討

する必要がある。 

・庄内少年文化館では、不登校支援事業に

加え、校外活動拠点（子どもの居場所づ

くり）としての機能も有している。当該

機能のあり方や、（仮称）南部コラボセン

ターとの機能連携について、検討する必

要がある。 

・千里少年文化館の老朽化が進行している

ことから、必要とされる施設規模、機能

について精査を行うとともに、将来的な

市民ニーズを踏まえた最適配置について

検討を進め、平成 30 年度を目途に方向性

を定める。 

・庄内少年文化館における校外活動拠点事

業については、（仮称）南部コラボセンタ

ーとの機能連携を進めるため、南部コラ

ボセンター基本構想推進会議等において

関係課と連携し、積極的な検討を行う。 

④ 

施設利用 

・利用者の利便性を高めるため、教育相談

支援機能の最適配置について検討する必

要がある。 

・支援を必要とする児童、保護者に情報が

伝わるよう、ホームページ等による情報

発信のあり方について検討する必要があ

る。 

 

・身近な相談窓口、専門的な相談等への対

応、訪問(アウトリーチ)から各館での援助

につなぐ必要性などを勘案しながら、効

果的な相談体制づくりを進める。 

⑤ 

公民連携 

・庄内少年文化館で実施している文化活動

（料理教室、囲碁教室等）については、

民間事業者に事業委託を行っている。 

・民間事業者が運営するフリースクールが

近年増加傾向にある。今後、公共と民間

との役割分担を検討する必要性があるこ

とを踏まえ、今後の連携も視野に入れつ

つ調査を進める必要がある。 

・不登校支援事業及び校外活動拠点事業に

おける民間事業者との連携、役割分担に

ついて、調査及び検証を進める。 
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２．子育て関連施設 

 

こども園 

施設一覧 

重点検討施設 全施設 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・26 園（旧幼稚園 7 園、旧保育所 19 か所）、

延床面積は、30,131 ㎡。 

・「公立こども園の適正配置に向けた基本方

針」（平成 28 年）に基づき、「中学校区に

1 施設」を目安とした施設配置をめざす。 

 

② 

維持管理 

経費 

・1 園あたりの平均維持管理費は約 760 万

円/年（㎡あたり約 6,900 円）。 

・築後約 50 年経過する施設もあり、老朽化

が進んでいる。 

・旧幼稚園、旧保育所間の連携による、維

持保全業務の委託一本化等による維持管

理費の削減について検討を行う。 

 

・今後、施設の再配置を検討し、継続的に

配置が必要とされた施設については、中

長期的なライフサイクルコストを意識し

ながら、改修・建替を計画的に進める。 

・施設の維持保全業務の経費削減の方策に

ついて検討する。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・「公立こども園の適正配置に向けた基本方

針」（平成 28 年）を策定し、平成 29 年度

に待機児童数減少に合わせた適正な配置

数、施設配置について計画の策定を予定

している。 

・「中学校区に１施設」を目安として示して

いるが、実際の利用ニーズや各機能の利

用圏域を踏まえ、必要な施設数について

検証する必要がある。 

・更新時の複合化（学校との併設等）につ

いても検討の余地がある。 

 

・施設の配置については、「中学校区に 1 施

設」を目安としながら、地域の子育て支

援的機能やセーフティネット機能等の利

用ニーズや利用圏域、民間施設の配置状

況を勘案し、必要な施設数の検討、施設

配置を進める。 

・施設の更新にあたっては、複合化の可能

性について検討する。 

④ 

施設利用 

・施設利用の申し込みにあたっては、公立

及び民間施設を含めて案内した上で、市

民はその中から複数の施設を選択するこ

とができる。 

 

 

・市民が施設を選択、利用する際に参考と

なる情報を適切に発信する必要があり、

よりよい情報発信の方法について検討を

行う。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

⑤ 

公民連携 

・民間事業者も同様のサービスを行ってい

ることから、平成 28 年度に策定した「公

立こども園の適正配置に向けた基本方

針」の中で公として担うべき役割につい

て明確にした。 

 

・基本方針に基づき、公としての役割を果

たしていく。 

 

 

児童発達支援センター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 
福祉型児童発達支援センターあゆみ学園 

医療型児童発達支援センターしいの実学園 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・2 施設、合計約 3,900 ㎡。 

・障害種別に関わらない地域の中核施設と

して、障害福祉センターひまわりに集約

して、機能再編を行う。 

 

・平成 31 年度から 2 施設を障害福祉センタ

ーひまわりへ統合し、一体的にサービス

を提供するとともに、一部事業について

民間活力を導入することで、施設総量の

見直しを図る。 

 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 2,300

万円/年（㎡あたり約 12,000 円）。 

・空調設備の個別調整ができないため非効

率的である。 

 

・上記取組みに伴う施設改修時に、省エネ

個別空調への切り替えにより改善を図

る。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・「障害のある子どもへの支援の基本的な考

え方」（平成 28 年度策定）に基づき、児

童発達支援センターの充実に向けた機

能・役割の見直しを行う。 

 

・上記取組みにより、施設の再編を行い、

関係機関と連携による障害種別に関わら

ない切れめのない障害のある子どもへの

支援の充実を進める。 

④ 

施設利用 

・支援を必要とする保護者へ向けた情報発

信のあり方について検討。 

・地域に開かれた福祉施設としての情報発

信のあり方について検討。 

 

・「新・児童発達支援センター基本構想」等

を活用し、利用に係る周知及び啓発の促

進を図る。 

・保護者支援の側面から、施設が保護者に

とっても赴きやすい場所となるよう相談

支援の充実を進める。 

・関係機関との連携により地域に根ざした
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項目 現状・課題 対策・方針 

中核的な施設としての機能の充実を進め

る。 

 

⑤ 

公民連携 

・現行のあゆみ学園及びしいの実学園の一

体化及び民間活力導入における療育プロ

グラム等の検討を実施している。 

 

・今後、民間活力を導入して行う事業では、

現在までの支援等の実績を生かしながら

支援の向上と療育の充実を進める。 

 

 

子育て支援センター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 子育て支援センターほっぺ 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 370 ㎡。 

・豊中市すこやかプラザ内 2 階。プレイル

ームの隣に子ども用トイレやオムツ換え

シート、授乳室を設置している。 

・子育て支援拠点事業・こども総合相談窓

口・虐待対応等の事業を所管するこども

相談課を配置しているため、現状、執務

スペースが不足傾向にある。 

 

・平成 29 年度中に、事業のあり方を含めた

施設のあり方についての方針を定め、必

要面積を精査する。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 670 万円/年（㎡あたり約

18,000 円）。 

・日々の節電により削減。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・こども園との連携も含めた子育て支援機

能のあり方について検討する必要があ

る。 

・南部コラボ内に子育て支援拠点が配置さ

れる方向で調整が進んでいることから、

役割分担や施設の適正配置について検討

する必要がある。 

 

・子育て支援センターほっぺでは、地域子

育て支援センター16 カ所（こども園に設

置）の中核的な施設として、子育て支援

事業の企画調整、ネットワークづくり等

を実施している。 

・南部コラボ内の子育て支援拠点のあり方

や、こども園との役割分担のあり方を含

め、子育て支援センターの今後のあり方

について、平成 29 年度中に検討し、方向

性を定める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

・支援を必要とする保護者へ向けた情報発

信や、地域に開かれた子育て支援施設と

しての情報発信のあり方について検討す

る必要がある。 

 

・親子が気軽に集える場や子育て相談の窓

口等の周知を行い利用につなげるため、

ホームページや情報誌等の充実を図る。 

⑤ 

公民連携 

・地域子育て支援分野における公共と民間

との役割分担について検討する必要があ

る。 

・地域子育て支援事業の効率的な実施に向

けて、公民施設における実施状況の情報

共有を進め、その役割分担のあり方につ

いて、平成 29 年度中に検討し、方向性を

定める。 

 

 

母子父子福祉センター 

施設一覧 

重点検討施設 母子父子福祉センター 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 570 ㎡。 

・施設の老朽化が進行している。 

・福祉会館との一体的な建替えの検討を進

めている。 

 

・平成 30 年度の建替設計までに方針を定

め、複合化と共用化による施設配置につ

いて検討し、施設総量の圧縮を図る。 

② 

維持管理 

経費 

・指定管理を行っており、金額は約 1,130

万円/年。 

・現施設が老朽化のため、屋上コンクリー

ト爆裂等により浸食による雨漏り、漏電

等対応等修繕費が発生している。空調設

備も配管内の詰まり等でエネルギー効率

が低下などの課題を抱えている。 

 

・建替えにより、修繕費が抑制され、エネ

ルギー効率も向上する見込みであるが、

引き続きより効果的・効率的な運営管理

が可能な設計や運営手法についても検討

する。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・ひとり親家庭の福祉の向上のため、各種

相談事業や、ひとり親家庭のこどもを対

象とした学習支援事業を実施している。 

・他施設で類似の事業が実施されている。 

 

・学習支援教室事業は、中・高生が講師の

大学生と心を通わせる居場所にもなって

いることから、施設の複合化後を見通し

て、地域交流・世代間交流を促進し、孤

立化を防ぐプランを平成 30 年度の建替

設計までに検討し、方向性を定める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

・他施設で実施されている類似事業との連

携方法について検討を進める。 

 

④ 

施設利用 

・相談支援機能を有する施設としては、対

象家庭以外への認知度が高まらないこと

が課題である。 

・支援を必要とする対象者が適切なサービ

スを受けられるよう、情報発信のあり方

について検討が必要である。 

・各種学習支援教室との連携、市民公益活

動団体や地域団体へもダイレクトに情報

提供して周知を高め、貸室や各種事業の

利用促進につなげる。 

・支援が必要な人を適切な相談につなぐた

め、地域住民や福祉関係者への認知度や

関わりを高める。 

 

⑤ 

公民連携 

・建替え後の一体的な管理運営について検

討を行う。 

・施設の複合化後、母子父子福祉センター

を利用するひとり親福祉団体と、福祉会

館を活用する地域福祉関係者との横断的

な連携を推進するための仕組みを平成 30

年度の建替設計までに検討し、方向性を

定める。 
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３．社会教育系施設 

 

青年の家いぶき 

施設一覧 

重点検討施設 青年の家いぶき 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 3,800 ㎡。 

・青年の家いぶきが青少年健全育成事業を

実施する他、館内には他部署が所管する

青年の家いぶき図書室や児童生徒課事務

室、大阪府サポートセンター（少年非行

等に関する相談窓口）がある。 

・和室やクラフト室等、公民館と同様特殊

な設備を有する貸室がある。 

・施設のあり方や機能について整理した上

で、面積を精査する必要がある。 

・プラネタリウム、科学展示ホールについ

ては現在休止中であり、若者の音楽活動

や若者支援相談窓口に暫定利用してい

る。 

 

・現在青年の家いぶきにおいて実施してい

る青少年健全育成事業の整理を行い、必

要な延床面積や施設の配置方針について

精査を進める。 

・休止中のプラネタリウム館と科学展示ホ

ールについて、平成 29 年度中に方針を定

める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 4,000 万円/年（㎡あたり

約 11,000 円）。 

・隣接する武道館ひびきや駐車場、豊島体

育館との一体的な施設維持管理による効

率化、維持管理経費の削減について検討

する必要がある。 

 

・隣接する武道館ひびきや駐車場、豊島体

育館等との一体的な施設維持管理による

効率化、維持管理経費の削減について、

関係課と連携し、課題の抽出を行うとと

もに協議を進める。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・市内に 1 施設配置。 

・青少年健全育成事業について、今後の事

業展開を踏まえ、利用圏域を勘案した機

能の配置方針を早急に定める必要があ

る。 

・南部地域における配置方針については、

（仮称）南部コラボセンターとの機能連

携を考慮しつつ検討する必要がある。 

・青少年健全育成と悩みを抱える若者への

支援、義務教育年齢からの切れめない支

援などに関わる機能を持つ部局との連携

を図る視点で機能の配置方針について検

討を行い、平成 29 年度中に方針を定め

る。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

・より広域的な事業展開を図るためには民

間事業者や青少年団体、地域との連携が

不可欠であることから、連携方策につい

て検討を進めるとともに、公共としての

役割を見直す必要がある。 

 

・青少年健全育成分野において公共が担う

べき役割について検討を行い、平成 29 年

度中に方向性を定める。 

 

 

青少年自然の家 

施設一覧 

重点検討施設 青少年自然の家わっぱる 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 59,000 ㎡の敷地内に、宿泊・管理棟、

テントサイト、山小屋が点在している。 

・宿泊・管理棟は約 2,400 ㎡。 

・築後 40 年以上が経過し、老朽化が進んで

いる。 

・中長期的な大規模改修及び建替えについ

て方針を定める必要があることから、施

設の継続または縮小、廃止について維持

管理費や稼働率等種々の条件を考慮しつ

つ検討する必要がある。 

 

・設置目的を踏まえ、適切な施設機能及び

規模について検討を行い、平成 30 年度ま

でに方針を定める。 

② 

維持管理 

経費 

・指定管理を行っており、金額は約 5,500

万円/年。 

・老朽化の進行に伴い中長期的な大規模改

修及び建替えについて方針を定める必要

があることから、施設の継続または縮小、

廃止について維持管理費や稼働率等種々

の条件を考慮しつつ検討する必要があ

る。 

 

 

・簡易な修繕は指定管理者が日常の管理業

務の中で実施しており、当面はこれを継

続する。 

・設置目的を踏まえ、適切な施設機能及び

規模について検討を行い、平成 30 年度ま

でに方針を定める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・豊かな自然環境の中で野外活動を体験で

きる施設として、市外（豊能郡能勢町）

に配置している。 

・他自治体や民間事業者が運営する類似施

設を活用した機能代替や広域化につい

て、検討する必要がある。 

 

・他自治体及び民間が運営する類似施設を

活用した機能代替や広域化について検討

を行い、平成 30 年度までに方針を定め

る。 

④ 

施設利用 

・年間を通した稼働率は約 50％。 

・特にオフシーズンの利用率が低い。 

・市内小・中学校の団体利用が施設設立当

初よりも減少している。 

・冬期に自主事業を実施することにより、

営業日の利用率は改善傾向にある。 

・アウトリーチ型の自主事業を年数回実施

している。 

・今後の市内小・中学校の利用拡大の可能

性について調査を行い、平成 30 年度まで

に定める方針に反映する。 

 

⑤ 

公民連携 

・民間事業者が運営する施設もあることを

踏まえ、青少年健全育成のための施設と

して市が保有・活用することの意義や役

割について検討する必要がある。 

 

・公共が担うべき役割について検討を行い、

平成 30 年度中に方針を定める。 

 

 

図書館 

施設一覧 

重点検討施設 岡町図書館 

その他 

庄内図書館、千里図書館、野畑図書館、庄内幸町図書館、東

豊中図書館、服部図書館、高川図書館、螢池図書館、いぶき

図書室 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・図書館 9 館で約 13,500 ㎡。他に青年の家

いぶき内に図書室 1 室がある。 

・単独館 4 館、複合施設内 5 館。 

・庄内図書館及び庄内幸町図書館について

は機能を集約化し、（仮称）南部コラボセ

ンター内に配置する方向で検討が進めら

れている。 

 

・図書館協議会での議論をふまえ、将来必

要とされる機能や配置、延床面積等につ

いての精査を進める。 

・（仮称）南部コラボセンター開設に向け、

南部地域の図書館の必要面積等について

施設総量フレームを踏まえた検討を行う

とともに、図書館全体の配置方針及び総

量について平成 30 年度までに方針を定
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項目 現状・課題 対策・方針 

める。 

② 

維持管理 

経費 

・いぶき図書室を除く 9 館あたりの平均維

持管理費は約 1,900 万円/年（㎡あたり約

13,000 円）。 

・岡町図書館は、築後 40 年以上が経過し、

他の図書館施設よりも維持管理費が高い

傾向がある。 

・野畑図書館は築年数が浅いものの趣向を

凝らした構造のため、他の図書館施設よ

りも維持管理費が高い傾向にある。 

・野畑図書館は地下に市全体の蔵書を保管

する書庫があるため、空調管理のため光

熱水費として約 1,000 万円/年の経費がか

かっている。 

 

・建物基本診断の結果を踏まえ、優先順位

をつけた計画的な改修に努める。 

・単独館を中心に、施設管理業務（清掃、

警備等）を包括的に委託する等の検討を

進める。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・現在の配置構造は、地域館 4 館‐分館 4

館‐分室・図書室 2 館である。 

・今後の市民ニーズを踏まえた図書館機能

の整備及び書庫の集約化等を念頭に置

き、効率的かつ機能的な配置計画につい

て検討する必要がある。 

・図書館機能を核とした複合施設について

その効用を適切に評価するとともに、今

後のあり方について検討する必要があ

る。 

・学校図書館と公立図書館との機能連携に

ついて検討する必要がある。 

・図書館協議会での議論をふまえ、将来必

要とされる機能や配置、延床面積等につ

いての精査を進める。 

・現在高川図書館において、交流スペース

を活用した学習支援や子育て支援等、（仮

称）南部コラボセンターのサテライト事

業を試行的に実施するとともに、より効

果的な活用に向けて検討を進めている。

今後も、市民団体や他部局、他機関との

連携による図書館の多機能化について、

引き続き検討を進める。 

・（仮称）南部コラボセンター開設に向け、

学校図書館と公立図書館それぞれの機能

を生かし連携強化を図るとともに、複合

施設としての効果を最大にできる施設配

置の検討に取り組む。 

 

④ 

施設利用 

・各施設の開館時間の見直しについて検討

する必要がある。 

・新規利用者の利用促進方策について検討

する必要がある。 

・図書館内にある集会室等の一般利用につ

いて、使用許可条件の整理等、見直しを

行う必要がある。 

・現在、既に千里図書館において全日開館

及び夜間開館（20 時まで）等を実施して

いるが、各施設の開館時間の見直しにつ

いて費用対効果を考慮の上、検討を進め

る。 

・転入者への広報などによる利用の促進に

努める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

・他施設（すてっぷ情報ライブラリー等個

別に図書の閲覧・貸出等を行っている施

設）と蔵書情報連携を行う等、庁内にお

ける図書の一括管理について検討する必

要がある。 

 

・集会室等の一般利用について、使用許可

条件の整理等見直しを行う。 

⑤ 

公民連携 

・貸出・返却サービスポイントとしての民

間資源の活用等、民間事業者と連携した

サービスの維持・向上方策について検討

する必要がある。 

・図書館業務の一部委託化や指定管理者制

度の導入等について検討する必要があ

る。 

・市民との協働による図書館運営のあり方

について検討する必要がある。 

・他市においては貸出・返却サービスポイ

ントの一つとしてコンビニエンスストア

と提携する事例があり、本市における導

入可否については現在検討を進めてい

る。 

・民間事業者への委託等が可能な業務の検

討を行う。 

・市民との協働による図書館運営を進める

観点から、図書館サポーター制度の定着

を図る。 

 

 
 
 

公民館、コミュニティプラザ 

施設一覧 

重点検討施設 中豊島コミュニティプラザ、庄内コミュニティプラザ 

その他 
中央公民館、庄内公民館、千里公民館、螢池公民館 

大池コミュニティプラザ 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・公民館 4 館、コミュニティプラザ 3 施設

で約 8,200 ㎡。 

・公民館は料理室や和室、講習室（クラフ

ト室）等、特殊な部屋を備えている。各

部屋の稼働状況等を踏まえ、必要面積を

精査する必要がある。 

・コミュニティプラザは小学校内または小

学校に併設される形で設置されている。

各施設の稼働状況を踏まえ、面積を精査

する必要がある。 

 

・庄内公民館については、（仮称）南部コラ

ボセンターにおける機能配置の検討の中

で、会議室等を他部局と共用するなど、

現状の延床面積を一定削減する方向で検

討を行う。 

・庄内コミュニティプラザについては、学

校再編及び南部コラボセンターの整備を

契機として、そのあり方を検討する。 

・併せて、稼働率が低調である中豊島コミ

ュニティプラザについても、その役割や

位置づけについて検討を行う。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

② 

維持管理 

経費 

・公民館 1 施設あたりの平均維持管理費は

約 2,300 万円/年（㎡あたり約 13,000 円）。 

・コミュニティプラザ 1 施設あたりの平均

維持管理費は約 320 万円/年（㎡あたり約

13,000 円）。 

・公民館は直営、コミュニティプラザは管

理運営委員会により運営を行っている。 

 

・平成 28 年度に実施した中央公民館の劣化

診断結果等を踏まえ、計画的な予防保全

工事を行うとともに長寿命化に取り組

む。 

・管理運営体制の見直し等による維持管理

費削減方策について検討を行う。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・地域の住民が集い、学び、交流する施設

であることから、他の施設との親和性が

高く、複合化に適している。 

・地域の社会教育活動の拠点となる施設と

して、対象エリアの見直しや最適配置に

ついて検討する必要がある。 

 

・平成 28 年度に実施した中央公民館の劣化

診断結果等を踏まえ、計画的な予防保全

工事を行うとともに長寿命化に取り組

む。 

・管理運営体制の見直し等による維持管理

費削減方策について検討を行う。 

・（仮称）南部コラボセンター開設に向け、

庄内公民館及び庄内コミュニティプラザ

の必要面積の精査と機能整理について検

討を行い、平成 31 年度末までに方針を定

める。 

・複合施設内に配置される公民館について

は、他施設と貸室を共用するなど、必要

面積の精査と機能整理について検討を行

う。 

 

④ 

施設利用 

・公民館では、社会教育法に基づく施設と

いう位置付けのもと、社会教育活動推進

を目的に登録グループ制度を設け、グル

ープの学習活動の場を提供している。 

・登録グループの拡大や新規利用促進方策

について検討する必要がある。 

 

・市ホームページにおける貸室情報につい

て更新を行い、登録グループ及び新規利

用者にとって分かりやすい情報発信に努

める。 

・公民館の施設の提供については、社会教

育法の枠組みを超えた利用の必要性やそ

の位置付け、他施設との機能分担等につ

いて検討を進める。 

 

⑤ 

公民連携 

・公民館で学習したグループが社会還元活

動を行うことにより、学びの循環を創出

する方策を検討するとともに事業実施の

あり方、サービス向上に向けて、幅広い

観点から本市における公民館のあり方に

ついて検討する必要がある。 

・公民館運営審議会に諮り、今後の公民館

運営のあり方について幅広く意見を募る

とともに、平成 32 年度を目途に方針を定

める。 
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４．スポーツ施設 

 

屋内体育施設、温水プール、屋外体育施設 

施設一覧 

重点検討施設 全施設 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・屋内体育施設は 6 施設で約 27,000 ㎡、温

水プールは 2 施設で約 7,000 ㎡あるほか、

屋外体育施設が 11 施設ある。 

・庄内温水プールは廃止したが、グリーン

スポーツセンターと一体的に新施設を整

備する予定である。 

・各施設の利用・稼働状況や各機能の利用

圏域を考慮した施設再編が必要である。 

 

・温水プールについては、３カ所あった施

設を２カ所に削減するとともに直近で建

替を予定している二ノ切温水プールにつ

いても、効率的な設計による延床面積の

削減を図る。 

・他の施設については、スポーツ推進計画

に基づき、それらの位置づけ・役割分担

に応じた配置を検討し、効率的、計画的

に改修・整備を進める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・全施設で指定管理者制度を導入している。

施設別に指定管理委託料を見ると、温水

プールは 1 施設あたり 1.1 億円/年、体育

館も 1 億円/年以上の施設がある。 

・新規設備の増設や更新等については、初

期投資額にランニングコストも含めたＬ

ＣＣと、得られる効果を考慮したうえで

の検討が必要である。 

 

・施設の建替えや改修にあたっては、でき

る限り維持補修が容易に行える構造にす

ることや、省エネ仕様の設備を導入し光

熱水費を削減することで、ランニングコ

ストの低減を図る。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・各施設の利用状況や各機能の利用圏域を

踏まえた施設再編が必要である。更新時

期を契機とした機能集約等についても検

討が必要である。 

・各施設の有する機能の階層化等も検討が

必要である。 

・不特定多数が集うという特徴を生かし、

多機能化や複合化についても検討の余地

がある。 

 

・施設の大規模改修等の更新時期を見据え、

今後の戦略的配置、複合化、多機能化の

方向性について、平成 34 年度までに検討

に着手する。 

・屋内体育施設については、施設全体での

役割分担について今後のあり方を検討す

る。 

・屋外体育施設については、それぞれの施

設の利用率を勘案しながら、今後のあり

方を検討していく。 

 



23 

 

項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

・施設ごとの稼働状況や利用率をふまえ、

必要な機能の精査や利用者ニーズの分析

が必要である。 

・各施設の幅広い利用促進のため、分かり

やすい利用方法の周知等も必要である。 

 

・指定管理者において、利用者数や稼働率

などの利用状況及び年１回の利用者アン

ケート調査を行っており、それらに基づ

くニーズ把握や分析等を行う。 

・施策の推進にあたっては、スポーツ推進

計画に基づき、毎年度、具体的な取組み

の進行管理・評価を行っており、これを

継続する。 

・新規利用者層の開拓も含めた、分かりや

すい施設利用方法の周知に着手する。 

 

⑤ 

公民連携 

・市民の健康増進は民間施設の利用も考え

られ、公共施設のみでのサービス提供と

いう概念にとらわれない事業展開が必要

である。 

・スポーツ施設は使用料徴収が可能であり、

収益施設との親和性も高いことから、今

後施設を更新するタイミングで、多様な

事業手法を検討する必要がある。 

 

・指定管理者制度導入の効果の最大化をめ

ざし、モニタリングを適切に実施すると

ともに、事業運営や維持管理経費等に係

る実績を分析し、課題等の把握に努める。 

・事業規模が一定以上の施設整備にあたっ

ては、事業実施の可否なども判断したう

えで、必要に応じてＰＦＩ等の民間活力

の導入の可能性を探る。 
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５．文化学習交流施設 

 

人権まちづくりセンター 

施設一覧 

重点検討施設 豊中人権まちづくりセンター、螢池人権まちづくりセンター 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・2 施設で約 5,400 ㎡。 

・両施設とも築 40 年以上が経過し、老朽化

が進んでいる。 

・豊中人権まちづくりセンターはこども園

との複合施設であり、老人憩の家が隣接

している。 

・隣保館・児童館・貸館事業等を実施して

いる。 

・大規模改修及び建替え時期に合わせた機

能整理について、検討する必要がある。 

 

・「差別や偏見のない人感尊重に根差したま

ちづくりを進める」という設置目的を踏

まえ、センターを活用した今日的で全市

的な人権課題への支援の取組みなど、施

設の多機能化・複合化策を検討する中で、

施設の老朽化もふまえつつ、今後の事業

展開や適切な施設規模について検討を進

める。 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 2,400

万円/年（㎡あたり約 11,000 円）。老朽化

が進んでおり、今後も設備などの更新が

必要となるため、維持管理費の増大が懸

念される。 

・大規模改修や建替えを行う際には、将来

的な維持管理費を抑える設計とする等の

工夫が必要である。 

 

・建物基本診断の結果を踏まえ、優先順位

をつけた計画的な改修に努める。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・ほぼ同一機能を有する 2 施設体制で事業

を実施しているが、社会経済状況なども

ふまえ、機能の集約など、より適切な施

設配置を検討する必要がある。 

・人権をテーマとした施設が相互に連携し、

施設間の相乗効果を高めることが課題で

ある。 

・児童館の機能である子どもの居場所づく

り・学習支援は全市的な課題でもあるた

め、子育て支援施策全体の中での整理が

必要である。 

・２センター体制については、歴史的経緯

をふまえるとともに、機能の見直しや、

今日的な人権課題に対応する多機能化策

などを検討する中でより最適な施設配置

を実現する。 

・とよなか国際交流センター、とよなか男

女共同参画推進センターすてっぷ等施設

間の連携を行い、情報交換・情報共有の

場を設定しながら、相乗効果の創出をめ

ざした取組みを進める。 

・貧困・引きこもり・虐待など、こどもの
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項目 現状・課題 対策・方針 

 全市的で今日的な課題解決・支援が求め

られており、関係部局との情報共有・連

携に努める。 

 

④ 

施設利用 

・貸室の稼働率は約 20～40％と低調。利用

者が固定化している傾向がある。 

・利用したことのない人が気軽に利用でき

るよう、施設の情報発信のあり方につい

て検討する必要がある。 

 

・施設利用の促進策については、条例施行

規則を改正し、貸室の事前申込み可能日

を平成 29 年 4 月から使用の 1 か月前であ

ったものを、6 か月前または 3 か月前と

し、市ホームページや広報誌において周

知を図っているところであり、今後も

様々な媒体を通し周知に努める。 

・センターの事業については、市ホームペ

ージ及び広報誌、さらに人権文化のまち

づくり情報紙などで周知を図っており、

引き続き周知に努める。 

 

⑤ 

公民連携 

・人権課題が多様化・複雑化する中、公民

の適切な役割分担という考え方から、事

業の外部委託の拡充など民間事業者や地

域団体との連携の促進について検討する

必要がある。 

 

・センターを人権情報の受発信の拠点とし

て位置づける中で、事業実績やノウハウ

を有する人権関係団体や民間法人等と連

携・協働した取組みを推進する。 

 

 

男女・国際関連施設 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 
とよなか男女共同参画推進センターすてっぷ 

とよなか国際交流センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・2 施設で約 4,400 ㎡。 

・エトレ豊中 5 階及び 6 階を区分所有して

いる。 

・5 階にはとよなか男女共同参画推進セン

ターすてっぷ、6 階にはとよなか国際交

流センターが配置されている。 

・利用状況やニーズ､課題を分析し、他施設

との更なる連携や機能共有の検討を行う

中で、必要に応じて、より適切な施設規

模について今後検討を行う。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

・利用状況やニーズ､課題を分析し、他施設

との更なる連携や機能共有について検討

する必要がある。 

 

② 

維持管理 

経費 

・両施設とも、豊中駅前の民間ビルの一部

を所有しているため、施設の共益費とし

て負担金を支出している。 

・平成 28 年度から修繕積立金を支出してい

る。 

・指定管理委託料はすてっぷが年間約 9,700

万円/年、国際交流センターが約 4,700 万

円/年。事務内容の見直し等に応じ変更が

生じている年もある。 

 

・施設開設後 15 年以上が経過し、建物や設

備の修繕が年々増加していることから、

中長期的な視野で計画的に修繕に取り組

む。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・男女・国際関連の施設が集約され配置さ

れている。 

・両施設とも人権をテーマとした施設であ

り、相互に連携し施設間の相乗効果を高

めることが課題である。 

・地域ごとのニーズや支援のあり方につい

て分析及び研究を行うとともに、相談支

援拠点の最適配置について検討する必要

がある。 

・両施設は目的施設として、その使命を果

たしていくとともに施設内連携や事業連

携を進めることで相乗効果を高めてい

く。 

・人権まちづくりセンター等、人権関連施

設間の連携を行い、情報交換・情報共有

の場を設定しながら、相互事業の充実と

相乗効果の創出をめざした取組みを進

め、認知度の向上につなげていく。 

・相談支援拠点の最適配置については、平

成 34 年度までに検討を行う。 

 

④ 

施設利用 

・施設の貸室利用や事業を更に周知し、駅

前の立地を生かした施設利用促進を進め

る必要がある。 

・両施設とも、支援を必要とする人々に応

じた課題やニーズに対応するため、子ど

もから大人まであらゆる世代を対象に市

民ボランティアや団体等と連携しながら

事業を展開している。 

・事業連携等、今後も両施設に人が集まる

工夫を行い、施設利用の促進を図る。 

・すてっぷでは岡町図書館返却ポストを設

置しているほか、市立図書館と啓発事業

の連携を進めている。今後も他施設との

事業連携等を通じて、駅前立地を生かし

た施設効用を高めていく。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

⑤ 

公民連携 

・両施設とも、指定管理者による運営を行

っている。 

・引き続き指定管理者制度を導入し、施設

運営者のノウハウやネットワークを生か

しつつ、効果的効率的な運営を行ってい

く。 

 

 

 

エキスタとよなか 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 エキスタとよなか 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・ケーブルテレビ放送機材設置ブース 7 ㎡

及びフロア（参加者１２名及び講師２名

でパソコン相談会・講習会が開催でき、

兼ねてケーブルテレビのスタジオとして

も利用可）53 ㎡の合計 60 ㎡。 

・阪急豊中駅構内にあり、豊中市を構成員

とする運営協議会が運営を行っている。 

 

・ケーブルテレビのスタジオを含め、パソ

コン相談会・講習会を開催するための施

設としては、最低限の延床面積で事業を

実施している。 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 230 万円/年（㎡あたり約

38,000 円）。 

・豊中市とジェイコムウエスト豊中池田局

で運営協議会を組織し運営。 

ジェイコムウエストは本施設のスタジオを

使用して市民活動を紹介する番組を生放

送で発信。豊中市は地域ＩＴリーダー(ボ

ランティア。約１００名)と協働してデジ

タルデバイド解消のためパソコン無料相

談や講習会を実施。 

 

・本施設は、豊中市が阪急電鉄から無償貸

与されている。維持管理のための常駐職

員はいない。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・岡町駅～豊中駅周辺地域における施設間

での機能分担や再編を考慮し、共同事業

者と将来的な移転の可能性も含めた最適

配置についての協議を行う。 

 

・地域ＩＴリーダーによるパソコン無料相

談活動は、本施設のほか、千里公民館や

原田介護予防センターの３施設で実施さ

れているが、本施設がこれらの活動の拠

点となっている。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

・稼働率 67％。パソコン講座、ケーブルテ

レビの生放送による地域情報の発信など

を行っている。 

・講座等は他施設でも就労支援の一環等で

行われているケースが多い。相互利用の

検討による利用度向上についても検討の

余地がある。 

 

・月曜から金曜の午前と午後１時まで、火

曜・木曜・土曜の１時から５時まで、は

定例の行事があるが、それ以外の時間帯

は比較的未利用の場合が多い。 

・施設利用の促進のため、パソコンだけで

なく、タブレットやスマートフォンに関

する相談にも対応できるよう必要な設備

を整備した。 

・他施設での講座開催時に情報提供を行う

等、利用促進方法について検討する。 

 

⑤ 

公民連携 

・公共が担うべき役割について検討する必

要がある。 

・情報をキーワードに、市民活動のケーブ

ルテレビを通じた発信はＣＡＴＶ会社が

実施し、市民のデジタルデバイド解消を

市民同士が実施している。今後も引き続

き公民連携を図る。 

 

 

 

千里文化センター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 千里文化センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・延床面積 5,665.46 ㎡。 

・現在の延床面積内での施設の有効活用を

引き続き進める。 

 

・千里文化センター内の施設ごとにスペー

スの利用状況を踏まえ、課題と今後の方

向性を平成 31 年度末までに明らかにす

る。 

 

② 

維持管理 

経費 

・千里コラボ内の各施設の維持管理費は、

延床面積に応じ按分している。 

・コラボ施設長会議を通じて、光熱水の使

用量の状況の共有を図り、コスト意識を

高めて経費削減に向けた具体的な取組み

を行う。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・図書館、公民館、介護予防センター（平

成 29 年度より民間運営）、保健センター、

新千里出張所との複合施設である。 

・市としてさらなる相互の機能を連携させ

る実践方法について検討、実行する必要

がある。 

 

・市民意見の把握などを目的とするコラボ

運営懇談会や、コラボ施設長会議を通じ

て、千里文化センターの機能とあり方の

共有を図り、さらなる連携のあり方を平

成 31 年度末までに明らかにする。 

④ 

施設利用 

・各機能、空間の相互有効活用方法につい

て、引き続き検討、実行する必要がある。 

・地域のにぎわいを創出する核施設として

の役割を果たすための取組みが必要とさ

れている。 

 

・現在使用していない、正面入口横にある

「旧自動交付機室」を賑わい創出の新た

な取組みで活用することを検討する。 

・現在行っている施設間連携の一環として、

部屋の相互利用を介護予防センターとも

継続して進めていく。 

・会議室等は基本的に各施設ごとに割り振

られており、とりわけ公民館部分は法令

上使用内容に制約がかかるケースも多

い。今日的なニーズに沿った社会教育法

の枠組みを超えた利用の必要性やその位

置づけを可能とする手法などについても

検討する。 

 

⑤ 

公民連携 

・市民実行委員会と連携した運営を継続す

る。 

 

・市民実行委員会の主体性を確保しながら

も、協働のパートナーとして積極的に意

見交換を進める中で公民連携についての

内容の再検証を行う。 
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文化ホール、伝統芸能館、市民ギャラリー 

施設一覧 

重点検討施設 ローズ文化ホール、伝統芸能館 

その他 文化芸術センター、市民ギャラリー 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・対象施設全体で約 20,000 ㎡。 

・事業の内容や規模（対象人数等）、地域特

性等を踏まえ、施設規模や配置方針の検

討を実施してきた。 

・文化芸術センターは、当初計画（美術館・

博物館併設）の延床面積から約 3,000 ㎡

縮小し、13,425 ㎡とした。旧市民会館と

比較し、新規整備面積は約 7,600 ㎡増床。 

 

・施設の大規模改修等の更新時期を見据え、

施設のあり方について検討する。 

② 

維持管理 

経費 

・文化芸術センターとローズ文化ホールは

平成 28 年度から指定管理者制度を導入

している。 

・伝統芸能館と市民ギャラリーについては、

直営での運営を行っており、伝統芸能館

の維持管理経費は約 1,200 万円/年（㎡あ

たり約 17,000 円）、市民ギャラリーの維

持管理費は約 600 万円/年（㎡あたり約

30,000 円）。 

 

・指定管理者制度導入の効果の最大化をめ

ざし、モニタリングを適切に実施すると

ともに、事業運営や維持管理経費等に係

る実績を分析し、課題等の把握に努める。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・事業の内容や規模(対象人数等)、地域特性

等を踏まえ、体育施設や公民館等との複

合化を実施してきた。 

・文化芸術センターの開設に伴い、文化芸

術振興に係る情報発信等の拠点が一定整

えられた。今後は、既存施設の効果的な

活用を図りつつ、更新時期を見据えた配

置方針について検討する必要がある。 

 

・施設の大規模改修等の更新時期を見据え、

今後の戦略的配置、複合化、多機能化の

方向性について、平成 34 年度までに検討

に着手する。 

④ 

施設利用 

・各施設とも稼働率が６０％を超えており、

特に文化ホールは平均で 70.6%と、「平成

28 年度劇場、音楽堂等の活動状況に関す

る調査報告書(公社・全国公立文化施設協

会)」の人口 30 万人以上の市・特別区に

・現行施設を活用した事業展開等をさらに

充実させ、利用促進を図る。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

お け る 最 大 ホ ー ル の 年 間 平 均 稼 働 率

（65.2％）と比較しても一定の評価がで

きる水準である。 

 

⑤ 

公民連携 

・文化芸術センターとローズ文化ホールは

平成 28 年度から指定管理者制度を導入

し、利便性の向上、事業の充実、特殊設

備を含む施設の適切な維持管理等を、よ

り効果的に実施すべく取り組んでいる。 

・市直営の伝統芸能館、市民ギャラリーは、

施設の目的や特性等（文化イベント、美

術品展示等の企画実施、舞台機器類の維

持管理等）を踏まえた事業展開、施設運

営を、効果的に行うことが課題である。 

 

・指定管理者制度導入の効果の最大化をめ

ざし、モニタリングを適切に実施すると

ともに、事業運営や維持管理経費等に係

る実績を分析し、課題等の把握に努める。 

・伝統芸能館、市民ギャラリーについて、

その目的、特性等を十分生かした事業展

開、施設運営を、公民役割分担の視点も

踏まえながら、効果的に行えるよう、市

の事務事業の見直しによる検討を進め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



32 

 

６．保健医療施設 

 

火葬場 

施設一覧 

重点検討施設 火葬場 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・炉屋、待合室、事務室等建物施設全体で

約 600 ㎡。 

・最も古い建物（炉家）は築後約 70 年が経

過。付帯施設等の増築や耐震化工事など

を行っている。内部の設備は定期的に更

新を行っており、現状では運営上の支障

はない。 

 

・他市の建替え事例等を参考にしつつ、現

在の市民ニーズに対応し得る火葬場の機

能及び延床面積等に関する調査を進め

る。 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 8,800 万円/年（㎡あたり

約 140,000 円）。管理運営業務の委託料も

含んでいる。 

・民間事業者との連携や他自治体との共同

運営による経費削減方策について検討す

る必要がある。 

 

・施設の運営・管理に関する全部委託の導

入を検討する。 

・設備に関する経費面を含めた長期修繕計

画（更新時期となる 20 年程度）の策定に

取り組む。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・市内に 1 施設配置されている。 

・他自治体においても、概ね 1 自治体あた

り 1 施設が配置されているが法令上必置

ではなく、複数自治体で共同運営を行っ

ている事例もある。 

・移転、建替えいずれの場合でも地域との

合意形成が難航することが予想される。 

 

・火葬場の建替えや移転に関する近隣自治

体の状況について調査を行う。 

・豊能圏内での広域化の可能性について調

査を行う。 

・種々の課題に関し、平成 29 年度中に検討

に着手するとともに、平成 34 年度までに

方針を定める。 

 

④ 

施設利用 

・1 日の平均利用件数は約 9.3 件。 

・季節により空きがある場合もあるが、受

入可能件数（14 件）を超えることもある。

（※注：受入可能件数＝７炉×２回／日）

その場合は、空きがある日まで納棺を延

期いただくか、他自治体の火葬場利用を

促すこととしている。 

・豊能圏内での施設稼働率は、本市が最も

・今後の多死社会に対応した運営体制につ

いて検討を行う。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

高い水準にある（364 日稼働）。 

・今後も現状と同程度の需要がある状況が

続くことが予想される。 

 

⑤ 

公民連携 

・施設の更新については、運営を含めた民

間事業者との連携を視野に入れ、検討す

る必要がある。 

・火葬場の PPP／PFI 事業は他自治体にお

いて多く事例があり、事業者側のノウハ

ウは蓄積されつつある状況である。 

・複数自治体での共同建設及び運営や、他

市火葬場の利用補助等についても検討の

余地がある。 

 

・当面の施設の管理・運営について、民間

活力の導入範囲の拡大を検討し、平成 29

年度中に検討結果を明らかにする。 

・施設の更新については PPP/PFI 事業の調

査・検討を進める。 

 

 

 

保健所 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 保健所 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 2,400 ㎡。 

・平成 24 年度から豊中市が中核市になった

ことに伴い、大阪府から土地及び建物を

無償譲渡された。 

・地域における保健医療の中核的役割を果

たす施設であることから、計画的な修繕

や建替えが必要である。 

・試験検査室やレントゲン室、動物の保護

スペース等、保健所業務上必要な設備を

備えている。 

 

・保健所庁舎は本市の健康危機管理を担う

中核的施設と位置付けられているため、

計画的な施設保全に取組み、長寿命化を

図る。 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 2,600 万円/年（㎡あたり

約 11,000 円）。 

・近年、設備機器の修繕が増えており、必

要経費が増えている。 

・設備機器の更新時には管理経費の抑制を

念頭に置いた設備機器の導入を検討す

る。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・中部保健センターとの効率的な業務分担

及び施設運営について検討の余地があ

る。 

・保健所として継続的に使用することを前

提に府から土地及び建物の無償譲渡を受

けているため、仮に移転する場合は調整

が必要となる。 

 

・ 施設の建替え時には、中部保健センター

にある健康増進機能の統合について検討

する。 

・健康危機管理を担う中核的施設という位

置付けから、建替えの際の最適配置につ

いて検討を行う。 

④ 

施設利用 

・近年、事業者や市民の来所が増えている。 

 

・ 公衆衛生を取り巻く課題や市民ニーズを

踏まえた事業を展開し、さらなる施設の

利用促進を図る。 

 

⑤ 

公民連携 

・維持管理の一括委託化や、建替えの際は

PPP/PFI などの公民連携手法を導入する

等、民間活力の導入について検討する必

要がある。 

 

・庁舎の建替え時には PPP/PFI 等の公民連

携手法の導入を検討する。 

 

 

保健センター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 中部保健センター、千里保健センター、庄内保健センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・3 施設で約 4,100 ㎡。 

・庄内保健センターの母子保健機能につい

ては、（仮称）南部コラボセンター内に配

置する方向で検討が進められている。 

・複合施設内においては、会議スペース等

を他の機能と共有することにより、延床

面積の削減について検討する必要があ

る。 

・庄内保健センターについては、（仮称）南

部コラボセンターにおける機能配置の検

討の中で、会議室を他部局と共用するこ

とにより現状の延床面積を一定削減する

方向で検討を行う。 

・千里保健センター及び中部保健センター

については、他部局とのスペース共用及

び有効活用に努める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 1,400

万円/年（㎡あたり約 12,000 円）。 

・庄内保健センターについては、（仮称）南

部コラボセンター内に配置する方向で検

討が進められていることから、施設管理
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項目 現状・課題 対策・方針 

業務の効率化が図られる見通しである。 

・千里保健センター及び中部保健センター

については、保全計画に基づき維持管理

経費の精査に努める。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・中部保健センターが地域保健に係る中核

的施設としての役割を果たし、千里保健

センター、庄内保健センターが母子保健

機能のみを有するサテライト施設として

の役割を果たしている。 

・子育て支援機能との連携及び一体的運営

について検討する必要がある。 

・庄内保健センターでは、委託事業として

休日急病診療と障害者向け歯科診療を実

施している。 

 

・千里・中部・庄内の 3 エリアは母子健診

に訪れる乳児を連れた親の利用圏域を勘

案したエリア分けとなっている。 

・現在、中部保健センターにおいてこども

相談課と執務スペースを共有すること等

により、利用者の利便性に配慮しつつ子

育て支援機能との連携強化に努めてい

る。 

・庄内保健センターの母子保健機能が（仮

称）南部コラボセンターへ移転した場合

の休日急病診療と障害者向け歯科診療の

あり方については、平成 32 年度を目途に

事業を所管する保健医療課と協議の上、

検討を進める。 

 

④ 

施設利用 

・離乳食講習会や乳幼児健診、成人健診を

頻繁に実施しており、幅広い世代が来所

することから、複合施設内に配置するこ

とで施設間の相乗効果が期待できる。 

・保健センター事業を行わないとき（主に

休日）に多目的室等の貸出を行っている。 

・庄内保健センターが（仮称）南部コラボ

センター内に配置されることとなれば、

保健センター３施設全てが複合施設内に

配置されることとなる。 

・多目的室等の貸出について、平成 29 年度

中に市ホームページ等において分かりや

すく情報を掲載することとし、利用の促

進を図る。 

 

⑤ 

公民連携 

・中部保健センターは健康、福祉、子育て

をテーマに官民が連携する複合施設「と

よなかハートパレット」内に配置されて

いる。 

・各複合施設の施設維持管理については一

括委託化を行っている。その他各種業務

の委託化等について検討する必要があ

る。 

 

・今後の施設再編にあたっては、施設間の

相乗効果を高められるよう配置について

慎重に検討を行う。 

・各種業務の委託化については、市民ニー

ズを踏まえつつ、より効率的な事業のあ

り方について検討を行う。 

 



36 

 

市立豊中病院 

施設一覧 

重点検討施設 市立豊中病院 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 68,000 ㎡、築後約 20 年が経過してい

る。 

・将来的な建替時に必要な病床数や各種設

備を検証し、延床面積削減の可能性や他

施設との複合化について検討する必要が

ある。 

 

・延床面積削減の可能性や他施設との複合

化については、大阪府地域医療構想など

医療を取り巻く社会情勢や施設の耐用年

数及び減価償却などを踏まえ、慎重に検

討を進める。 

② 

維持管理 

経費 

・平成 24 年度に策定した長期修繕計画で

は、平成 28 年度以降平成 40 年度までで

平均約 9 億円の維持改修費を要する。 

・病院設備などの現状を法令点検だけでな

く日常点検や定期点検などにより、正確

に把握し、適切に維持管理を行い、更新

工事の順序を検討することで、維持管理

経費の精査に努める。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・病院の立地は、患者サービス面及び規模

や運営など経営的に重要な要素である。 

・将来的な建替え時の用地確保等について、

交通利便性の確保や周辺自治体における

配置状況等も念頭に検討する必要があ

る。 

 

・将来的な建替え時期や配置、用地確保に

ついては、関連部局と情報共有に努めな

がら、慎重に検討を進める。 

④ 

施設利用 

・急性期病院としては共通課題でもあるが、

診療報酬の改定等により、病床利用率が

低下傾向にある。 

・大阪府地域医療構想など医療を取り巻く

社会情勢を見据えながら、病床利用率や

平均在院日数などの適正な基準について

検討を行う。 

 

⑤ 

公民連携 

・地域医療構想における医療機能の分化が

進められる中で、公立病院としての役割

を明確化していくことが必要 

である。 

・部分的な業務委託化や、PPP/PFI 等の手

法導入の可能性についても検討する必要

がある。 

 

・在宅医療を担う地域の診療所との連携を

行い、地域医療の急性期機能を担う中核

病院として、地域完結型医療の核となる

役割を推進する。 

・業務委託が多数に及ぶため、これらの管

理手法について検討する。 
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７．高齢者・障害者福祉施設 

 

障害福祉センターひまわり 

施設一覧 

重点検討施設 障害福祉センターひまわり 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・地上 4 階、地下 1 階で約 5,300 ㎡。 

・現在、本施設は医療型児童発達支援セン

ターしいの実学園との複合施設である。

（1 階：しいの実学園、2～4 階：障害福

祉センターひまわり） 

・今後は新児童発達支援センター（しいの

実学園とあゆみ学園との一体化）との複

合化・多機能化を進める。（1・2・4 階：

新児童発達支援センター、2・3 階：障害

福祉センターひまわり） 

・平成 28 年度第 5 回政策会議（「障害児・

者の切れめのない支援等の機能充実につ

いて」）に基づき、平成 31 年度の障害福

祉センターひまわりと新児童発達支援セ

ンターとが施設を供用する。 

・障害福祉センターひまわりは施設内にお

ける利用延床面積が縮減される。（利用

階：2・3・4 階→2・3 階） 

・新児童発達支援センターは、しいの実学

園とあゆみ学園とで施設の一体化がなさ

れるため、施設総量が縮減される。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 5,000 万円/年（㎡あたり

約 9,400 円）。 

・平成 31 年度からの施設供用を見据え、障

害福祉センターひまわりと新児童発達支

援センターとの効率的かつ一体的な施設

管理について検討する必要がある。 

 

・施設供用による維持管理経費の削減効果

を得ることができるよう、効率的かつ一

体的な施設管理について検討を進める。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・「障害福祉センターありかた方針及び障害

者福祉施設ネットワークの考え方」（p10

「②複合化、多機能化、スペースの有効

活用」）に基づき、障害福祉センターひま

わりの複合化・多機能化を推進している。 

・今後は、平成 28 年度第 5 回政策会議（「障

害児・者の切れめのない支援等の機能充

実について」）及び平成 28 年度第 6 回政

策会議（「特定有効活用アクションプラン

の策定及び更新について［ひまわり、し

いのみ学園、あゆみ学園有効活用アクシ

ョンプラン］」）に基づき計画的に取組み

を進める。 

 

④ 

施設利用 

・障害者の対象範囲の拡大や相談支援体制

の充実などにより要支援ニーズの多様化

が進み、よりきめ細やかな支援が求めら

・「障害福祉センターありかた方針及び障害

者福祉施設ネットワークの考え方」（p7

～8「Ａ事業構成」）に基づき、既存事業
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項目 現状・課題 対策・方針 

れている。 

・支援を必要とする人が情報を得やすいよ

う、ホームページなどでより充実した情

報発信を行うことが必要である。 

の見直しと新たな事業の創出（発達障害

者支援・ＱＯＬの維持に向けた支援・相

談支援の機能充実・集いの場の提供・人

材育成支援）により、事業再構築に向け

た取組みを進めるとともに、ホームペー

ジを有効に活用し充実した情報発信に努

める。 

 

⑤ 

公民連携 

・施設維持管理や各種業務の委託化等につ

いて検討する必要がある。 

・「障害福祉センターありかた方針及び障害

者福祉施設ネットワークの考え方」（p9

「Ｂ公民役割分担」）に基づき、既存事業

の民間活力導入の可能性について継続的

に検討するとともに、障害者支援のセー

フティネット機能を有する新たな事業の

立ち上げに際しても直営を前提としつ

つ、公民連携の視点も含めて検討を進め

る。 

 

 

 

みのり園 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 みのり園 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 1,200 ㎡。 

・平成 28 年度に既存施設建物（倉庫・附属

設備）を民間事業者に無償譲渡。 

・土地については平成 29 年度より 50 年間

の一般定期借地契約を締結。 

 

 

② 

維持管理 

経費 

  

③ 

戦略的配置 
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項目 現状・課題 対策・方針 

複合化 

多機能化 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

  

 

 

たちばな園 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 たちばな園 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 800 ㎡。 

・築後約 30 年ではあるが雨漏り等痛みが激

しく施設運営に支障が出ており、移転を

視野に入れ検討する必要がある。 

・市域の社会資源の充実に伴い、公民の役

割分担によるセーフティネットの一層の

拡充をめざす。 

 

・施設の移転先及び必要面積等について検

討を進める。 

・公民の役割分担によるセーフティネット

の一層の拡充における行政責任の明確化

を図る。 

② 

維持管理 

経費 

・現状の施設規模からは、「生活介護事業」

の人員配置基準よりも人員を加配して設

定する必要がある。 

 

・施設規模や支援スペースレイアウトを工

夫することで人員加配が不要となるケー

スも想定されるため、施設の移転を行う

際は必要面積及び設備の精査を行う。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・他施設への移転及び複合化について検討

を進める必要がある。 

 

・平成 33 年度までの施設の移転、複合化に

ついて方向性を定める。 

 

④ 

施設利用 

・利用定員は 1 日あたり 24 名。 

・指定管理者のノウハウを生かしたサービ

スの充実や受け入れ枠の拡大について、

指定管理者と協議を行いつつ検討する必

要がある。 

・指定管理制度導入の効果として、市域に

おける医療的ケアの充実や受入れ枠の拡

大などの社会資源状況を見極めながら利

用者の安心安全を前提に検討を行う。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

⑤ 

公民連携 

・平成 29 年度より指定管理者制度を導入し

ている。 

・市域の社会資源の充実に伴い、公民の役

割分担によるセーフティネットの一層の

拡充をめざす。 

 

・市がこれまで蓄積してきた、医療的ケア

の必要な重症心身障害者への支援スキル

を、指定管理を受けた事業者へ継承する

とともに、指定管理業務を通じ支援スキ

ルを市内の事業者へ普及伝達し、市域に

おける障害者支援の充実を図る。 

・公民の役割分担によるセーフティネット

の一層の拡充における行政責任の明確化

を図る。 

 

 

福祉の店なかま 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 福祉の店なかま 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 60 ㎡。 

・阪急電鉄宝塚線高架化事業実施時に締結

した高架下の公共利用に関する協定に基

づき、阪急電鉄と使用貸借契約を結び、

社会福祉協議会へ提供している。 

・市内障害者就労施設の製品の展示及び情

報発信等を行っている。 

 

・展示台、バックヤードを含む施設として

は最低限の延床面積で事業を実施してい

る。 

② 

維持管理 

経費 

・本市が光熱水費、共益費、建物保険を阪

急電鉄に納付した後、社会福祉協議会が

本市に光熱水費及び共益費を納付してい

る。 

・平成 28 年度に地域団体からの寄付により

内装の改修工事を実施している。 

 

・財政的基盤がぜい弱な市内障害者就労施

設の工賃向上のため、事務局を担う社会

福祉協議会に場所を無償借与する形での

支援を今後も継続する方向である。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・市内障害者就労施設の製品の展示及び情

報発信等を行う施設として、最適な配置

について検討する。 

・阪急豊中駅構内という立地を生かした施

設の有効活用について検討する必要があ

・現状では 1 日を通して不特定多数の人通

りがある場所に配置されており、施設の

設置目的を達成するために効果的な配置

となっている。 

・仮に施設の移転や集約化を検討する場合
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項目 現状・課題 対策・方針 

る。 

・岡町駅～豊中駅周辺地域における施設間

での機能分担及び再編について検討する

必要がある。 

 

は、幅広い世代の往来がある場所に配置

することや、資材の搬出入経路がバリア

フリー化されていること等が条件とな

る。 

④ 

施設利用 

・豊中市内にある 24 ヶ所の障害者就労施設

などが運営委員会を組織し、作品展示、

障害者福祉の啓発事業や活動紹介、情報

提供、ボランティアの求人情報の掲示等

を行っている。 

・運営主体は豊中市社会福祉協議会。 

・社会福祉協議会と連携し、周知及び情報

発信をより積極的に行う必要がある。 

・幅広い世代の利用を促進するため、より

効果的な周知及び情報発信について検討

を行う。 

⑤ 

公民連携 

・阪急電鉄との連携を生かした事業展開に

ついて、検討する必要がある。 

・阪急豊中駅構内という立地を生かし、周

知及び事業実施における連携方策につい

て検討を行う。 

 

 

 

在宅介護支援センター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 在宅介護支援センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 240 ㎡。 

・機能を地域包括支援センターに譲渡し、

平成 27 年度末に施設を廃止した。 

 

 

② 

維持管理 

経費 

  

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

  

 

 

特別養護老人ホームほづみ 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 特別養護老人ホームほづみ 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 6,800 ㎡。 

・民間でのサービス提供が主流となってき

ていることから、市が指定管理していた

民間事業者に譲渡し、引き続きサービス

を実施。平成 27 年度末に施設を廃止し

た。 

 

 

② 

維持管理 

経費 

  

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

  

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 
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永寿園とよなか 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 永寿園とよなか 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 3,500 ㎡ 

 【内訳】 

 専有 約 2,500 ㎡ 

 共有 約 1,000 ㎡ 

・1～2 階：地域交流スペース及び民間事業

者が運営する地域密着型特別養護老人ホ

ーム及びショートステイ等 

・3～4 階：永寿園とよなか（養護老人ホー

ム） 

 

・セーフティネット機能を有する市立施設

としての役割を検証していく。 

② 

維持管理 

経費 

・平成 25 年 1 月新築。 

・指定管理者によって、日常的な施設の維

持管理を行っている。 

・大規模修繕については、管理運営に関す

る基本協定に基づき、市または指定管理

者によって実施する旨を定めているが、

築年数が浅いため、こうした大規模な修

繕経費は生じていないのが現状である。 

 

・引き続き、管理運営に関する基本協定に

基づき、指定管理者に一定の維持管理経

費等の負担を求める。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・高齢者を対象としたセーフティネット機

能を維持するため、市内に 1 施設配置。 

・公共と民間との役割分担について整理を

行うとともに、将来的な施設配置につい

て検討する必要がある。 

 

・セーフティネット機能を有する市立施設

としての役割を検証していく。 

④ 

施設利用 

・対象は 65 歳以上で、環境上の理由または

経済的理由により居宅で養護を受けるこ

とが困難な人。 

・利用定員 70 名。 

・地域交流スペースの活用により、地域に

根差した開かれた施設運営をめざしてい

る。 

 

・セーフティネット機能を有する入所施設

として安定的な運営を継続するととも

に、豊中市民入所率等の確保すべき水準

を維持する。 

･地域交流スペースをより広く開放し、地域

住民との交流を通じて、協力関係を築い

ていく。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

⑤ 

公民連携 

・指定管理者制度を導入している。 ・セーフティネット機能を有する市立施設

としての役割を検証していく。 

 

 

 

老人デイサービスセンター → 介護予防センター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 
原田・高川・桜井谷・服部・庄本・ほづみ老人デイサービス

センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・6 施設で約 10,000 ㎡。 

・民間事業者によるサービス提供が主流と

なり、平成 27 年度末に市立施設を廃止。

桜井谷はこども相談課へ移管、ほづみは

民間事業者に施設譲渡。原田、高川、服

部、庄本の 4 施設は平成 28 年度より介護

予防センターとして民間事業者に貸し付

け、介護予防事業を展開している。 

 

・介護予防事業については、今後需要が増

えることが想定されるが、地域住民が自

主的に介護予防を実践していく動きを支

援することとし、新たな施設の配置は行

わない。 

・新たな介護予防センター（庄内、千里、

柴原）や老人憩の家も含め、平成 31 年度

までに方針を定めた上で、施設総量フレ

ーム内の施設再配置について検討を行

う。 

 

② 

維持管理 

経費 

・旧老人デイサービスセンターを平成 27 年

度末で廃止し、平成 28 年度からはその場

所を民間事業者に貸付け、介護予防に資

する事業を実施する介護予防センターと

して運営している。 

・旧老人デイサービスセンターは指定管理

制度を導入し運営しており、維持管理経

費については、指定管理者で負担してい

た（市は改修・修繕の一部のみ負担）。 

・今後は、施設の老朽化に伴い修繕等に係

る維持管理経費の増大が予測される。 

 

 

 

 

・施設の老朽化に伴い、維持管理経費の増

加は避けられない（削減自体の対策はな

し）。利用者の拡大を図ることで、費用対

効果を上げる。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・介護予防センターを拠点とした介護予防

推進の考え方を整理し、方針を定める必

要がある。 

・老人憩の家との役割分担、機能整理につ

いて検討する必要がある。 

 

・介護予防センターを拠点とした介護予防

推進の考え方を整理し、平成 31 年度まで

に方針を定めた上で、利用圏域、老人憩

の家等との機能分担、他施設との機能統

合等により、施設の再配置について検討

する。 

 

④ 

施設利用 

・平成 28 年度より運営方法を転換するとと

もに、介護予防センターとして介護予防

の推進を図る地域拠点としての機能転換

を進めている。 

・引き続き民間活力を導入し、心身機能の

向上を図る事業や多世代交流や高齢者の

持つ経験や知識を役立てる事業等の実施

により、アクティブシニアの創出を図り、

利用者の拡大をめざす。 

 

⑤ 

公民連携 

・今後、より介護予防に重点を置いた魅力

的な事業展開を図ることができるよう、

民間事業者のノウハウを生かす必要があ

る。 

・平成 31 年度までに方針を定め、地域住民

や関係事業所との連携により役割分担の

もと効率的効果的に介護予防を推進す

る。 

 

 

 

老人福祉センター → 介護予防センター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 原田・庄内・千里・柴原老人福祉センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・4 施設で約 8,000 ㎡。 

・平成 29 年度より介護予防センターとして

民間事業者に貸し付けを行い、地域包括

ケアシステム構築の一環として介護予防

事業を展開している。 

・庄内介護予防センターは（仮称）南部コ

ラボセンター内に配置する方向で検討が

進められている。 

 

・介護予防事業については、今後需要が増

えることが想定されるが、地域住民が自

主的に介護予防を実践していく動きを支

援することとし、新たな施設の配置は行

わない。 

・既存の介護予防センター（庄本、高川、

服部、原田）や老人憩の家も含め、平成

31 年度までに方針を定めた上で、施設総

量フレーム内の施設再配置について検討

を行う。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

② 

維持管理 

経費 

・市で運営を行ってきた平成 28 年度以前

は、1 施設あたりの平均維持管理費は約

3,000 万円/年（㎡あたり約 19,000 円）。

光熱水費が高い傾向にあった。 

・施設の老朽化に伴い修繕等に係る維持管

理経費の増大が予測される。  

・各種事業のあり方について見直しを行う

必要がある。 

 

・施設の老朽化に伴い、維持管理経費の増

加は避けられない（削減自体の対策は難

しい）。 

・民間事業者への施設貸付期間中（平成 33

年度までの 5 年間）に、センターの入浴

事業、巡回送迎バスについて見直しを図

るとともに、利用者の拡大を図ることで、

費用対効果を上げる。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・介護予防センターを拠点とした介護予防

推進の考え方を整理し、方針を定める必

要がある。 

・老人憩の家との役割分担、機能整理につ

いて検討する必要がある。 

 

・介護予防センターを拠点とした介護予防

推進の考え方を整理し、平成 31 年度まで

に方針を定めた上で、利用圏域、老人憩

の家等との機能分担、他施設との機能統

合等により、施設の再配置について検討

する。 

 

④ 

施設利用 

・従前は高齢者の憩いの場を提供するため

の施設として直営で運営していたが、利

用者の減少及び固定化が顕著であった。 

・平成 29 年度より運営方法を転換するとと

もに、介護予防センターとして介護予防

の推進を図る地域拠点としての機能転換

を進めている。 

 

・引き続き民間活力を導入し、心身機能の

向上を図る事業や多世代交流や高齢者の

持つ経験や知識を役立てる事業等の実施

により、アクティブシニアの創出を図り、

利用者の拡大をめざす。 

⑤ 

公民連携 

・今後、より介護予防に重点を置いた魅力

的な事業展開を図ることができるよう、

民間事業者のノウハウを生かす必要があ

る。 

・平成 31 年度までに方針を定め、地域住民

や関係事業所との連携により役割分担の

もと効率的効果的に介護予防を推進す

る。 
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老人憩の家 

施設一覧 

重点検討施設 
東豊中老人憩の家、豊中人権まちづくりセンター老人憩の家、

豊島北老人憩の家、豊南老人憩の家、小曽根校区南郷の家 

その他 
熊野田老人憩の家、螢池老人憩の家、高川老人憩の家、堀田

老人憩の家、庄本介護予防センター併設集会室 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・10 施設で約 3,300 ㎡。 

・1 施設あたり 100～500 ㎡。複合施設内 6

施設、単独施設 4 施設がある。 

 

・介護予防センター（市内 7 か所）も含め、

平成 31 年度までに方針を定めた上で、施

設総量フレーム内の施設再配置について

検討を行う。 

 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 450

万円/年（㎡あたり約 13,000 円）。 

・単独施設については、他施設との複合化

等により維持管理経費の節減について検

討する必要がある。 

・地域団体による運営が困難になった老人

憩の家（社会福祉協議会が管理委託）に

ついて、今後の施設のあり方を検討する

必要がある。 

 

・各施設の維持管理経費についての現状分

析を行うとともに、適正化について検討

を行う。 

・地域団体による運営が困難になった老人

憩の家（社会福祉協議会が管理委託）に

ついて、今後の施設のあり方を検討する。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・介護予防センターとの機能整理について

検討する必要がある。 

・地域コミュニティ施設との機能統合等に

よる、利用圏域を踏まえた施設の再配置

について検討する必要がある。 

・介護予防センターを拠点とした介護予防

推進の考え方を整理し、平成 31 年度まで

に方針を定める。 

・地域コミュニティ施設との機能統合等に

よる、利用圏域を踏まえた施設の再配置

について検討する。 

 

④ 

施設利用 

・利用率が低調な施設が多い。 

・利用者が固定化している傾向がある。 

・高齢者を対象とする施設であるため、利

用対象者は徒歩圏の地域住民に限定され

ている。 

 

・介護予防センター運営事業者や老人クラ

ブ等地域団体との連携により、事業内容

の見直しを行い、利用率の向上を図る。 

⑤ 

公民連携 

・地域の老人クラブを中心とする各種団体

で組織された管理運営委員会等により施

設が運営されている。 

・施設を地元へ譲渡することについても検

・介護予防センターを拠点とした介護予防

推進の考え方を整理し、平成 31 年度まで

に方針を定める。 

・地域住民や民間事業者等との連携により、
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項目 現状・課題 対策・方針 

討の余地がある。 

 

適切な役割分担のあり方について協議

し、効率的効果的な施設運営を図る。 

・施設譲渡の可能性について検討を行う。 

 

 

 

介護老人保健施設かがやき 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 介護老人保健施設かがやき 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 7,200 ㎡。 

・リハビリに重点を置いたケアが必要な高

齢者のための入所施設。 

 

・介護系入所施設として市内唯一の公的施

設。 

・介護保険制度の中で民間事業者によるサ

ービス提供が主流になりつつあることを

踏まえ、今後の本市介護保険事業の方向

性を見据えながら、施設のあり方につい

て検討を進める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・指定管理者制度を導入しているが、大規

模修繕や建替え経費については市が負担

する必要がある。 

 

・設備機器の更新時には管理経費の抑制を

念頭に置いた設備機器の導入を検討す

る。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・介護保険制度が導入された平成 12 年以

降、医療法人等民間事業者が運営する老

人保健施設の整備が進んでいる。 

・地域包括ケアシステムの構築に寄与する

ことを目的とした多機能化について検討

する必要がある。 

 

・民間施設の動向を注視しつつ、施設のあ

り方について検討し、平成 29 年度中に方

向性を定める。 

・介護保険制度の枠組みの中で、制度改変

を踏まえた施設の多機能化について検討

する。 

④ 

施設利用 

・定員充足率 90％以上。 

・平成 29 年度中に指定管理者の中間評価を

実施する。 

・経営安定化の観点から、介護サービス水

準を保ちつつ、適切な利用率を維持する

必要がある。 

・指定管理者の中間評価を受け、地域包括

ケアシステムの構築に資する施設のあり

方について検討し、平成 29 年度中に方向

性を定める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

⑤ 

公民連携 

・指定管理者制度を導入している。 

・民間事業者によるサービス提供が主流に

なりつつあることを踏まえ、今後の事業

展開について検討を行う必要がある。 

 

民間事業者によるサービス提供が主流に

なりつつあることを踏まえ、引き続き外

部活力導入による多様な手法について検

討を行う。 
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８．その他社会福祉施設 

 

岡町北作業所、岡町北店舗 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 岡町北作業所、岡町北店舗 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・2 施設で約 180 ㎡。 

・岡町北作業所は、利用区画を精査の上、

北棟・南棟のうち北棟の解体を実施した。 

 

・解体した跡地は普通財産として、周辺市

有地と併せ売却等を実施し、有効活用を

図る。 

② 

維持管理 

経費 

・建物の維持保全に関する費用を市が負担

している（約 13 万円/年）。 

・供用開始から 20 年以上が経過している。 

 

・老朽化による修繕について、優先順位を

つけ対応を行う。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・環境改善事業の事業協力者に対する補償

という設置目的を踏まえ、今後の施設の

あり方について検討する必要がある。 

・設置目的を踏まえた今後の施設のあり方

について検討を行う。 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 
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福祉会館 

施設一覧 

重点検討施設 福祉会館 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 1,200 ㎡。 

・築 50 年以上が経過し、老朽化が進んでい

る。 

・福祉会館、母子父子福祉センターの機能

を原則移行するとともに、地域活性化に

資する機能と新たな福祉機能を加えた複

合施設をして整備を行う方向で、検討を

進めている。 

・既存施設の機能整理を行うとともに、所

要面積の精査を進める必要がある。 

 

・建替えにあたっては福祉会館及び母子父

子福祉センターの機能を再整備するとと

もに、地域活性化に資する機能と新たな

福祉機能を加えて整備することとする。 

・必要面積等について施設総量フレームを

踏まえた検討を行い、平成 29 年度中に方

針を定める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 1,600 万円/年（㎡あたり

約 13,000 円）。 

・建替えにあたっては、将来的な維持管理

費を抑える設計とする等の工夫が必要で

ある。 

 

・建替えにあたっては、維持管理費を抑え

る設計と設備の導入について検討する。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・建替え後は地域福祉の核施設としての役

割を担うことが期待される。 

・福祉会館、母子父子福祉センターの機能

を原則移行するとともに、地域活性化に

資する機能と新たな福祉機能を加えた複

合施設をして整備を行う方向で、検討を

進めている。 

 

・地域活性化に結びつく福祉機能との多機

能化について検討を行い、平成 29 年度中

に方針を定める。 

 

④ 

施設利用 

・建替えにあたっては、地域に対し施設が

担う役割が分かりやすく、新規利用者が

訪れやすい施設名称について検討する必

要がある。 

・施設計画においては利用者の利便性を考

慮するとともに、相談者が気軽に出入り

しやすいよう配慮した設計について検討

する必要がある。 

・市民が親しみを持てる施設となるよう、

施設名称の公募について検討する。 

・ホームページ等の媒体を活用し広く周知

を行い、利用の促進を図る。 

・施設計画においては利用者の利便性を考

慮するとともに、相談者が気軽に出入り

しやすいよう配慮した設計について検討

する。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

⑤ 

公民連携 

・建替え後の施設維持管理に係る指定管理

者制度の導入について検討する必要があ

る。 

 

・建替え後の施設維持管理に係る指定管理

者制度の導入について検討を進める。 
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９．公営住宅施設 

 

市営住宅 

施設一覧 

重点検討施設 全施設 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・全 43 施設、延床面積は約 166,000 ㎡で、

うち 18 施設、約 28,000 ㎡が借上げであ

る。管理戸数は約 2,637 戸（うち借上は

359 戸）。 

・市営住宅長寿命化計画において、経費負

担の大きい借上住宅は借上期間満了時に

原則廃止する方針を示している。 

 

・市営住宅長寿命化計画に基づき、借上げ

期間満了を迎える借上住宅の返還を行

う。 

・平成 30 年度に老朽化した住宅の改修また

は建替えの方向性を示し、集約化などに

より管理戸数の縮減をめざす、次期市営

住宅長寿命化計画の策定を行う。 

 

② 

維持管理 

経費 

・運営管理については指定管理者制度を採

用しており、その総額は年間約 2 億円で 

 指定管理者制度導入前と比較すると、10

～20％の経費削減効果がある。 

・計画的に維持管理修繕を行うことにより、

緊急的な修繕費用を削減しているが、一

部の市営住宅では計画修繕の遅れによ

り、老朽化が進行している。 

 

・指定管理者の実績に応じた評価を行い、

適切な企業努力を求めることによって、

合理的かつ効果的な管理運営をめざす。 

・平成 30 年度に次期市営住宅長寿命化計画

の策定を行い、計画的な維持管理修繕に

取り組む。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

 ・他施設機能との複合化については、建替

え検討時に、費用対効果や維持管理方法

などについて、他部局との連携・調整を

図りながら検討する。 

 

④ 

施設利用 

・市営住宅については、建替え等が検討さ

れている住宅を除き、ほとんどの住宅で

入居率が 90%を超えている。（平成 29 年

5 月末時点で平均 94.3％） 

 

・引き続き指定管理者による迅速な空家修

繕を実施し、入居率の維持に努める。 

⑤ 

公民連携 

・建設後の維持管理を一体とした PPP/PFI

や、更新に伴って生じる余剰地の活用も

含めた民間提案等、公民連携手法を取り

入れた公共住宅整備の取組みが全国的に

・住宅確保要配慮者が安心して住み続けら

れる民間賃貸住宅を確保するため、公民

が連携・協力する仕組みを構築し、家主

と住宅確保要配慮者が安心して賃貸借で
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項目 現状・課題 対策・方針 

広がっている。 

・国では民間賃貸住宅を活用した住宅セー

フティネットの検討が進められている。 

 

きる環境を整えるための取組みを進め

る。 

・市営住宅の供給については、地域優良賃

貸住宅制度を活用する等、重層的なセー

フティネットの構築を図ることを検討す

る。 
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10．産業振興・労働・生活関連施設 

 

市民活動情報サロン 

施設一覧 

重点検討施設 市民活動情報サロン 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・延床面積 124.9 ㎡。 

・平成 26 年度より隣接するスペース（旧市

民サービスコーナー）部分まで施設を拡

張。これにより事業内容の充実が図られ

た。 

 

・本目的施設は市において唯一の施設であ

り、余剰スペースも無いことから、当面

は引き続き当該施設にて事業実施を進め

る。 

 

② 

維持管理 

経費 

・用地費については阪急から無償貸与。施

設管理費のみ市で負担している。 

 

・阪急駅舎一体で一括維持管理を実施して

いる。面積按分等により負担割合分を執

行している。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・（仮称）南部コラボセンターへの機能配置

も含め、当該機能の最適な配置のあり方

について検討する必要がある。 

 

・（仮称）南部コラボセンターも含め、各地

域連携センターとの連携を進め、全市的

視点での市民活動支援機能の強化を図

る。 

・現施設は、豊中駅内にあり、一定の周知

効果が得られている。当面は現状スペー

スで事業を継続するが、今後全市的な施

設再編の動きの中で、より相応しい配置

が考えられる場合は、移転等も検討する。

（現状は公共施設としては独立している

が、図書館や公民館といった利用者の多

い施設との複合化効果を期待するといっ

た方策も考えられる。） 

 

④ 

施設利用 

・サービスコーナー廃止に伴いスペースを

拡張したことにより施設利用形態が多様

化し、施設利用者の増加につながった。 

・更なる利用者増に向けて登録団体の増加

を進める。 

 

・市民公益活動推進助成金制度等様々な施

策を進める中で多くの団体を巻き込み、

施設利用の促進に繋げる。 

・施設閉館後も豊中駅内の通行人に PR す

るなどの工夫を継続する。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

⑤ 

公民連携 

・施設及び実施事業の運営管理を市民公益

活動団体に委託している。 

・直営よりも利用者に近い視点で事業が展

開できるため、今後も管理形態は民間委

託が望ましい。 

・受託団体が固定化するため、定期的に受

託団体を見直す必要がある。 

 

・様々な団体の参画を推進するために、提

案公募型委託制度を活用した受託団体の

選定を今後も実施していく。 

 

 

 

生活情報センターくらしかん 

施設一覧 

重点検討施設 生活情報センターくらしかん 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・延床面積 3,070.10 ㎡。 

・各フロアの利用状況を踏まえた有効活用

の検討が必要である。 

・必要機能の見直しによる施設の集約化、

多機能化について検討する必要がある。 

 

・従前は労働会館で取り扱っていた就労支

援機能などの集約化を行った。 

・くらしかんでの消費者・雇用・労働など

の業務で公共が果たすべき機能を検討

し、必要とされる延床面積についての精

査を行う。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 2,700 万円/年（㎡あたり

約 8,800 円）。 

・事務の一部委託等による維持管理経費削

減について検討の余地がある。 

・平成 29 年度からはそれまで再任用職員が

担っていた施設設備運転管理業務を民間

に委託し、維持管理費の圧縮を図ってい

る。 

・施設設備などに一部既製品でない設備が

あり、修繕が割高になる場合があるため、

可能である箇所は既製品に置き換えるな

どにより修繕費の縮減を図る。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・市域に 1 施設のみ配置。 

・施設の機能の一つである、「就労支援」に

ついて、他施設と機能の重複が見られる

ため、整理・再配置を検討する必要があ

る。 

・生活困窮者等の効果的な就労支援は、支

援対象者の生活の場から近接しているこ

とが望ましいので、他の施設等との機能

整理の中で、効果的な就労支援ネットワ

ークの構築と、支援機能の再配置を進め
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項目 現状・課題 対策・方針 

 る。 

・市役所近隣施設のため、本庁舎会議室等

の補完的役割を果たしている側面もあ

り、その内容や運用を整理する。 

 

④ 

施設利用 

・登録グループのみが使用している貸室の

一般利用について、検討する必要がある。 

 

・登録グループのみが使用しているミーテ

ィングルームについては、打ち合わせス

ペースなどとして頻繁に庁舎利用がある

ため、利用促進については使用状況を見

ながら検討を進める。また、イベントホ

ールの有効活用についても検討し、これ

らの方向性を、平成 30 年度までに明らか

にする。 

 

⑤ 

公民連携 

・1 階の多目的スペースの運用を登録グル

ープの運営委員会に委託し、施設利用の

促進に活用している。 

 

・施設の有効活用について、今後も市民活

動団体等と協力して施設利用者の増加に

向けた取組みを進める。 

 

 

 

労働会館 

施設一覧 

重点検討施設 労働会館 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・延床面積 856.49 ㎡。 

・（仮称）南部コラボセンター整備に合わせ

た機能移転について検討中。 

 

・就労支援機能の一部については、生活情

報センターくらしかんへ統合した。 

・残る機能は、精査したうえで、（仮称）南

部コラボセンターへ統合し現施設は廃止

する予定である。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 1,400 万円/年（㎡あたり

約 16,000 円）。 

・施設の老朽化が進んでいる。 

 

 

・（仮称）南部コラボセンターへ統合予定で

あり、複合施設化により施設管理の効率

化を図る。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・市域に 1 施設のみ配置。 

・必要とされる機能を整理し、（仮称）南部

コラボセンター整備に合わせた機能移転

について検討する必要がある。 

 

・必要となる機能を精査し、（仮称）南部コ

ラボセンターへ統合予定である。 

④ 

施設利用 

・現状、一階部分は福祉事務所の執務室と

して利用、二階部分は貸室として配置し

ているが、利用は低調な状況である。 

 

・（仮称）南部コラボセンターへの統合の中

で、他施設との共用化により貸室の稼働

率を上げていくよう検討する。 

 

⑤ 

公民連携 

  

 

 

とよなか起業・チャレンジセンター 

施設一覧 

重点検討施設 とよなか起業・チャレンジセンター 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 1,300 ㎡。旧蛍池公民館を転用してい

る。 

・築 50 年程度と、施設の老朽化が進んでい

る。 

・利用ニーズや機能に沿った施設規模・設

備へ見直す必要がある。 

 

・平成 31 年度までの中小企業チャレンジ促

進プラン（改定版）では、当該施設の存

在を前提に施策展開の方向性を示してい

る。 

・平成 32 年度からの計画の検討時には、施

設の配置場所や事業使用面積の必要性

等、施設のあり方について整理する。 

 

② 

維持管理 

経費 

・施設の老朽化が進んでおり、空調設備、

電気設備等の修理・更新など維持管理に

要する経費が増加してきている。 

・施設の耐震化を進める。 

・施設の運営については、中小企業支援の

ノウハウを持つ民間活力を導入してお

り、引き続き効率的な運営を進める。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・起業家支援の拠点や産業振興に係る機能

の配置方針（適切な立地など）について

検討する必要がある。 

 

・平成 31 年度までの中小企業チャレンジ促

進プラン（改定版）では、当該施設の存

在を前提に施策展開の方向性を示してい

る。 

・施設のあり方等については、平成 32 年度
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項目 現状・課題 対策・方針 

からの計画の検討と合わせ整理する。 

 

④ 

施設利用 

・オフィスの利用期限（3 年）があり、期

限を迎えた起業家に対し、新たに利用を

開始した起業家が少なかったため、直近

の利用実績は、オフィス利用率が 33%で

あったが、随時利用希望の相談がある。 

・利用ニーズに沿った施設規模、設備の検

討と、施設で提供しているサービス内容

の周知をする必要がある。 

 

・とよなか起業・チャレンジセンターが提

供しているサービスについて、情報発信

していく。 

⑤ 

公民連携 

・オフィス機能については、民間資産の活

用（空き床の活用など）について検討の

余地がある。 

・施設運営、事業実施については、インキ

ュベーションマネージャーや各外部支援

機関との連携を進めるため、豊中商工会

議所との共同で運営されている。 

 

・平成 31 年度までの中小企業チャレンジ促

進プラン（改定版）では、当該施設の存

在を前提に施策展開の方向性を示してい

る。 

・施設のあり方等については、平成 32 年度

からの計画の検討と合わせ、整理する。 
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11．環境関連施設 

 

環境交流センター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 環境交流センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・敷地は阪急電鉄、建物は豊中市が所有し

ている（延床面積は 659 ㎡）。 

・施設の部分的な縮小は考えづらいため、

複合化・多機能化等による間接的な延床

面積削減を念頭とした検討が必要とな

る。 

 

・施設の利用状況等を総合的に勘案したう

えで、現行の環境交流センターで担う機

能を果たすために必要な面積と、それに

より生じる余剰スペースへの他施設（環

境関連施設等を想定）機能の集約化の可

能性について検討を進める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・平成 25 年度より、指定管理者制度による

運営を実施している。指定管理委託料は

約 1,600 万円/年。 

・維持管理経費推移の検証が必要となる。 

 

・施設を管理運営していくうえでの維持す

べき水準を精査し、削減できる経費につ

いて検証を進める。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・環境分野（緑化・自然保護等含む）の団

体活動拠点の集約化について検討の余地

がある。環境交流センターを核とした連

携体制の構築など、他の環境関連施設と

のネットワーク構築が必要である。 

・地域活動拠点機能との複合化も検討の余

地がある。 

 

・環境分野の他の施設は、活動に必要とな

るフィールドが異なることから、単純に

当該施設へ集約化することは難しいが、

一部機能の複合化については、他の環境

関連施設の、事務事業見直しの進捗状況

をふまえ、検討を進める。 

・他の環境関連施設とのネットワークの構

築についても検討し、各施設の目的達成

に向けた取組みを進める。 

・施設整備時にまちづくり交付金を充当し

ているため、環境に関連する目的での利

活用検討が基本となる。 

 

④ 

施設利用 

・関係団体以外の層も含めた施設利用者増

加策について検討が必要である。 

・環境以外の目的も含めた施設利用の促進

及びそれによる施設認知度向上が必要で

ある。 

 

・指定管理者制度の導入による、市民ニー

ズにあった事業展開を継続することで、

施設利用者数を引き続き増加させる。 

・指定管理者による外部活力を活用し、市

民ニーズにあった創意工夫のある事業を

展開し、利用者の増加、施設知名度向上
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項目 現状・課題 対策・方針 

を図る。 

 

⑤ 

公民連携 

・平成 25 年度より、指定管理者制度による

運営を実施している。 

 

・引き続き、指定管理者制度による効率的・

効果的な施設運営を継続する。 

 

 

 

花とみどりの相談所、緑と食品のリサイクルプラザ 

施設一覧 

重点検討施設 花とみどりの相談所、緑と食品のリサイクルプラザ 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・両施設ともに築年数は 15 年程度、面積は

300～500 ㎡。 

・環境活動拠点全体の再編を検討したうえ

での規模縮小や統廃合等が考えられる。 

 

・環境関連施設は、活動に必要なフィール

ドが異なることから、その全てを集約化

することは難しいが、その中で各施設の

機能を整理し、部分的な集約化等につい

て、事務事業見直しの進捗状況をふまえ、

検討を進める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・両施設とも維持管理費は約 700 万円/年。

（㎡あたり約 18,000 円） 

・緑と食品のリサイクルプラザについて、

堆肥化設備の修繕に経費がかさみ、年間

で数百万円単位の支出をしている年もあ

る。 

 

・緑と食品のリサイクルプラザにおける堆

肥化設備については、平成 27 年度に機械

更新を行ったことから、修繕に係る経費

の支出については改善された。 

・今後も、継続的に維持管理経費の削減に

取り組む。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・環境交流センターを中心とした環境活動

拠点の集約化について検討する必要があ

る。 

・環境分野専用の拠点を施設として設ける

のではなく、他施設に機能を複合化させ

るといった方策も考えられる。 

 

・それぞれの施設が持つ機能について精査

し、複合化や集約化の可能性について検

討を進める。 

・花とみどりの相談所では、一部の公園管

理業務についても対応している。公園管

理事務所との連絡調整による効率的な運

営を進める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

・指定管理者制度の導入による、市民ニー

ズにあった事業展開を継続することで、

施設利用者数を引き続き増加させる。 

・指定管理者による外部活力を活用し、市

民ニーズにあった創意工夫のある事業を

展開し、利用者の増加、施設知名度向上

を図る。 

 

・花とみどりの相談所においては、花とみ

どりに関する講習会や相談を目的とした

来所者が多いが、緑化リーダー会の活動

や花壇・見本園など、相談者の資源を活

用した体験学習をはじめ、様々な啓発活

動を展開するなどの工夫により、一層の

利用促進を図る。 

・緑と食品のリサイクルプラザにおいては、

主に施設見学やとよっぴー啓発イベント

への参加を目的に来所されているところ

であるが、循環型社会を啓発する施設と

してのＰＲをより充実させ、一層の利用

促進を図る。 

 

⑤ 

公民連携 

・緑化や堆肥化事業について、公共が担う

べき役割について精査が必要である。 

・施設の運営や維持管理について、関係団

体との連携も検討の余地がある。 

・環境活動については民間事業者でも CSR

活動の一環として行っている例があり、

そういった活動と連携し、周知啓発を広

げていく方法も考えられる。 

・花とみどりの相談所については、公園全

体のあり方の中で民間事業者等への移

譲、連携を含めて検討する余地がある。 

 

・花とみどりの相談所においては、事務事

業見直しの中で、豊中緑化リーダー会へ

の包括的な委託に向けて検討を行う。 

・緑と食品のリサイクルプラザにおいては、

平成 29 年度から堆肥「とよっぴー」製造

業務を委託により行っている。また、今

後は施設の運営も含め民間事業者等への

委託が実施できるよう検討する。 
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蛍ドーム 

施設一覧 

重点検討施設 蛍ドーム 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・面積は約 700 ㎡。 

・公共下水道事業の啓発活動の一環として、

蛍の公開を行っている。 

・土地を当該施設として使用する目的で新

関西国際空港株式会社から無償で借り受

けており、他の施設へ転用することは困

難である。 

・公共下水道事業の啓発活動の一環として

の目的は一定達成されているが、市民の

憩の場、夏のイベントとして、実施要望

が高い。 

 

② 

維持管理 

経費 

・施設構造は簡易なものであり、施設自体

の維持管理費はほとんどかかっていな

い。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

  

④ 

施設利用 

・年間で数日しか稼働しておらず、簡易な

施設であるとはいえ、空間の利活用状況

という観点では課題がある。 

・ホタルの飼育を前提としない施設の活用

方法や日常的な一般開放の可能性につい

て検討し、おおむね平成 32 年度までに方

針を定める。 

 

⑤ 

公民連携 

・関係団体と連携した事業展開や、事業の

見直しが必要である。 

・関係団体との連携のあり方について、お

おむね平成 32 年度までにに検討し、方針

を定める。 
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12．安全関連施設 

 

消防庁舎、消防訓練場 

施設一覧 

重点検討施設 
北消防署桜井谷・原田・蛍池出張所 

南消防署小曽根出張所 

その他 ほか 5 施設・消防訓練場 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・消防車両等を常時稼働車両として約 55 台

保有しているため、総延床面積約 13,000

㎡の内、約 2,600 ㎡が車庫となっている。 

 

・現状の施設配置で市内全域の消防力の均

衡が図られていることから、現在の庁舎、

出張所を増減させる予定はない。 

・消防庁舎については、耐震化は図られて

いるものの、建築後 40 年以上が経過して

いるうえに手狭な施設も多く、消防車両

や消防資機材等の配置・維持管理におい

て課題があり、近年高度化・複雑多様化

する消防業務に対応していくため、計画

的な施設の改修を進める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 700

万円/年（㎡あたり約 5,100 円）。 

・空調設備については、一定更新され、ラ

ンニングコストの削減が図られた。 

・24 時間稼働していることで、他の施設よ

り設備の老朽化が早いことから、維持補

修に経費がかかっている。 

 

・日頃から節電・節水など経費の削減に取

り組むとともに、24 時間稼働しているこ

とを踏まえ、計画的な設備の更新を行う。 

・電気やガスの契約内容を最適なプランで

契約できるよう、光熱水費の管理に努め

る。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・消防庁舎は、市内全域に対して消防自動

車が 4.5 分以内に到着できるよう各エリ

アに階層的に配置するよう計画し、平成

26 年 4 月に北消防署新千里出張所が移転

したことにより、市内全域の消防力の均

衡化が図られた。このため、現状よりも

施設数を削減することは、消防力の低下

を招く地域が生じる。 

・緊急車両のサイレン音や消防隊の訓練な

ど、他の市有施設と使用形態に異なる点

が多く複合化は難しい。 

・現状の施設配置で市内全域の消防力の均

衡化が図られているが、南消防署小曽根

出張所については、道路の高架下にあり、

振動等に対する環境改善が必要であるこ

とに加え、老朽化が著しいことから、移

転改築について検討する。 

・引き続き、近隣市と消防の広域連携によ

る施設の有効活用について検討を進め

る。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

・池田市との消防指令業務の共同運用によ

る施設の有効活用に取り組んでいる。 

 

④ 

施設利用 

・毎日勤務者のいない消防出張所について

は、災害出場やパトロール等で無人にな

る事が多く、セキュリティ上の観点から

も、日常的な市民等の施設利用は難しい。 

・毎日勤務者の勤務する施設については、

届出等、日常的に市民等の来庁がある。 

 

・時代のニーズを注視しながら、消防出張

所に、市民が利用できる防災倉庫などの

設置ついて検討する。 

・消防署所の更新等の際には、市民が見学

できる等の体験型の機能の付与について

も検討する。 

 

⑤ 

公民連携 

・施設に関する民間事業者との連携は行っ

ていない。 

・施設に関する民間事業者との連携の事例

について、情報収集に努める。 

 

 

 

消防分団屯所 

施設一覧 

重点検討施設 
大池分団・蛍池分団・豊島分団（穂積班）・小曽根分団（浜班）・

庄内東分団（牛立班） 

その他 ほか 15 施設 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・市内に 28 か所あるが、うち市で管理する

屯所は 20 施設、延床面積約 1,300 ㎡。 

・消防ポンプ車 18 台、可搬動力ポンプ（台

車付含む）22 台を保有（地区で管理して

いる施設での保有を含む）している。 

 

・重点検討施設の内、蛍池分団屯所以外は

車両及び資機材保管場所としての床面積

のみ確保している。 

・計画的に屯所改修を進める中で、必要面

積について検討を進める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 13 万

円/年（㎡あたり約 2,200 円）。 

・築年数の経過に伴い、老朽化の激しい屯

所があるが、移転先の土地の確保及び予

算の確保が課題。 

 

 

 

 

・老朽化の激しい施設については、ライフ

サイクルコストを考慮し、建替について

も検討を進める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・古くからの経過に伴い設置しているため、

配置状況は地域的な偏りがある。 

・今後は、更新時に地域活動拠点との複合

化を原則とするなどの方策が考えられ

る。 

 

・施設の改修、更新の際に、最適配置につ

いて検討する。 

・近隣の公共施設が改修、建替される際に

は、集約・複合化の可能性について検討

する。 

 

④ 

施設利用 

・各分団は地域との関わりが密接な事が多

く、また、自治会館や公民館等の地域住

民が利用する施設と併設されている屯所

については、地域の行事等で屯所も含め

利用されている。 

 

・自治会館や公民館等の地域住民が利用す

る施設と併設されている屯所について

は、引き続き地域の行催事での活用を進

める。 

⑤ 

公民連携 

・管理体制の見直し（地域による保有・管

理への移行）について検討の余地がある。 

・市域内全屯所 28 か所の中で、地区で管理

されている屯所は 7 か所ある。 

 

・市保有を基本としながらも、地区会館や

自治会館と複合化する場合等には、地域

保有への移行について検討する。 

・地域保有への検討を進める際には、保有

地の選定・確保や長期的な整備資金面の

負担等を考慮する。 

 

 

 

防災倉庫 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 中央防災倉庫 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・延床面積は約 200 ㎡、熊野田公園内に位

置する。 

・中央防災倉庫のほか、各小学校や公園な

どに備蓄倉庫を設置している。 

 

・中央防災倉庫を市内の備蓄倉庫の拠点と

して位置付けながら、被害想定に基づい

た数量を分散配置している。今後も、既

存施設の利活用をはかりながら、備蓄ス

ペースの確保と効果的な備蓄体制構築を

進める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・倉庫機能のみであるため、維持管理費は

ほとんどかかっていない。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・想定される種々の災害をシミュレートし

たうえでの備蓄体制の構築や避難所の確

保について精査が必要である（備蓄量・

物資の運搬フローなど）。 

 

・中央防災倉庫を備蓄倉庫の拠点と位置づ

けながら、既存施設を活用した分散配置

も進める。 

・とりわけ、避難所となる小中学校への備

蓄も進め、自主防災組織と連携すること

で、災害時に円滑に物資が行き届く体制

の構築を進める。 

 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

・各種協定を締結している民間事業者や関

係機関と連携した災害対策ネットワーク

の構築について検討の余地がある。 

 

・災害対応にあたっては、多数の民間事業

者と協定を締結している。引き続きそう

した民間事業者との連携強化を進める。 
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13．集会・コミュニティ施設 

 

地区会館 

施設一覧 

重点検討施設 全施設 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・全体で 55 施設、約 19,000 ㎡。 

・財産区財産を財源として建設及び維持管

理を行うことを原則としている。 

・集会機能の利用圏域を考慮した施設再編

や他施設との複合化による延床面積削減

が考えられる。 

 

・財産区財産の状況 

・小学校区で 2 つ以上ある会館 

・利用が著しく少ない会館 

・他のコミュニティ施設や地区会館と統廃

合が可能な会館 

・地域への移譲 

上記条件で、再編検討の対象施設を選定す

る。 

 

② 

維持管理 

経費 

・一部の施設で住込みによる管理を実施。 

・維持修繕等について、財産区財産で賄っ

ている会館と、市費を投入している会館

がある。 

・面積あたり経費にばらつきがあるため、

維持管理費の高い施設については原因を

分析し、削減策について検討する必要が

ある。（地区会館全体の維持管理費は約

6,200 万円/年） 

 

・管理人の雇用や消耗品費の購入などの管

理運営費には、市費を使っていない。 

（管理運営委員会が使用料で運営管理して

いる。） 

・会館ごとの維持管理経費（市費の投入状

況等）を比較検討し、経費の高い会館の

原因を分析する。（必要な会館について

は、建替えによる経費削減の可能性も検

討する。） 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・「小学校区に 1 施設」を原則としつつ、財

産区財産の状況等から、同一小学校区内

に複数ある場合や、施設間距離が短い施

設も存在する。 

・集会機能を有する他の公共施設の配置状

況を踏まえた再編が必要である。 

・他の公共施設との複合化による維持管理

負担の軽減などが考えられる。 

 

・老朽化し、かつ、財産区財産のみで将来

の更新費や維持管理をまかなうことので

きない会館を中心に、再編案等を検討す

る。 

・現状、財産区財産で維持管理をまかなっ

ている施設については、維持継続しつつ、

経費削減に向けた整理統合の可能性につ

いて地元と協議する。 

・共同利用施設、自治会館、老人憩の家と

の施設配置の調整及び統廃合に向け、平

成 29 年度までに検討し、方向性を定め

る。 



69 

 

項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

・施設の利用状況は平成 28 年度から集計を

開始した。 

・利用者層にも偏りがあり、稼働状況もば

らつきがあると推察される。利用状況に

関するデータを分析した課題整理が必要

である。 

 

・平成 28 年度の利用状況を把握するととも

に、次年度以降もデータを把握し比較検

討する。 

 

⑤ 

公民連携 

・施設の地元譲渡（自治会館化など）につ

いて検討の余地がある。 

・とりわけ財産区財産が尽きている施設や

同一小学校区内に複数ある場合は、早急

に今後のあり方検討に着手する必要があ

る。 

 

・管理運営は、管理運営委員会が使用料を

使って行っており、同方式の継続を基本

とする。 

 

 

共同利用施設 

施設一覧 

重点検討施設 全施設 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・全 34 施設、総延床面積約 14,000 ㎡。 

 

・施設再編にあたり、まずは、航空機騒音

対策区域外の 11 施設の位置づけを検討

する。 

・次に、対策区域内の 23 施設について、利

用状況や配置状況を踏まえ統廃合を検討

する。 

・その際、他の集会・コミュニティ施設の

配置・利用状況も勘案する。 

 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 220

万円/年（㎡あたり約 5,200 円）。 

・ほとんどの施設が築 40 年以上経過し、設

備の修繕等に多額の費用を生じている。 

 

・共同利用施設として維持する施設、また

は他の用途に転用し維持する施設の修繕

を優先する。 

・事後保全ではなく予防保全の観点に立ち

ＬＣＣを縮減する。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・航空機騒音対策の一環として、国・府の

補助を受け航路直下の市南西部を中心に

設置している。 

・現在の航空機騒音対策区域に応じた施設

配置が必要である。 

 

・施設再編にあたり、まずは、航空機騒音

対策区域外の 11 施設の位置づけを検討

する。 

・次に、対策区域内の 23 施設について、利

用状況や配置状況を踏まえ統廃合を検討

する。 

・他の集会・コミュニティ施設や民間の同

種の施設の分布状況を勘案し、利用圏域

が重複する施設の集合化や、一つの施設

に複数の機能を持たせることを検討す

る。 

 

④ 

施設利用 

・施設は航空機騒音で日常生活を阻害され

ている住民が学習、保育、休養または集

会の用に供するためのものである。 

・原則その他の利用は認めていない。 

・全体的に施設の利用者数は少なく、利用

率が低い。 

・１施設あたりの年間平均利用人数は約

4,700 人。（1 日あたり 23 人） 

 ※平成 27 年度実績 

 

・利用範囲の拡大に向け管理運営委員会と

協議する。また、使用料の徴収について

も合わせて検討する。 

・利用条件・申込方法・交通アクセスなど

施設利用に係る情報提供の充実を図る。 

 

⑤ 

公民連携 

・施設の管理運営は地域住民で組織された

管理運営委員会が行っている。（実際の管

理は、ほとんどの施設において管理運営

委員会が選任した住込管理人が行ってい

る。） 

 

・施設総量の見直しに合わせ、管理運営の

仕組みや方法等を検討する。 
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14．庁舎・事務所等 

 

文書書庫 

施設一覧 

重点検討施設 旧水路課稲津分室→生涯学習課所管へ変更 

その他 文書館、利倉ポンプ場仮設倉庫 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・2 施設、約 2,000 ㎡。 

・長期保存文書も多いため、文書量は増加

傾向にある。 

・紙媒体文書の電子化や、文書取り扱い（保

存・廃棄）ルールの適正な運用による必

要な文書保管スペースの適正化について

検討する必要がある。 

 

・書庫全体の活用状況を精査し、不用書類

の廃棄を促し、必要とされる保管スペー

スの圧縮を図る。 

・事務効率上、電子化が有効と考えられる

文書については、電子化を促進する。 

 

② 

維持管理 

経費 

・文書館の年間維持管理費は約 450 万円/

年（㎡あたり約 2,400 円）。 

・文書館は、築後 40 年以上が経過し老朽化

が進んでいるが、歴史的文化的文書の保

管を継続するため、耐震化工事及び改修

工事を行う。 

 

・文書館について、平成 29 年度に耐震・大

規模改修を行うことにより、頻発してい

た漏水・停電・害虫発生などのトラブル

発生は解消され、これに伴う修繕料等の

削減が見込まれる。また、電力供給につ

いて、複数者にて競争実施を検討する。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・本来は本庁舎にて保管することが望まし

い文書について空きスペースがないため

外部施設（２つの小学校、１つの中学校、

仮設倉庫）に分散配置している。 

・施設再編によって生じる余剰空間の有効

利用について検討する必要がある。 

・古文書の保管について、所管が複数に分

かれている。 

 

・書庫については、施設再編に注視し、新

たに生じる余剰空間を活用することなど

により、小中学校の空き教室等に分散保

存している文書簿冊の集約をめざす。 

・古文書の保管体制、保管場所の一元化に

ついて、検討を進める。 

 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

・民間倉庫の利用についても検討の余地が

ある。 

・既存施設や施設再編によって生じる余剰

空間を活用することを優先して考える

が、民間倉庫利用の方が経費削減効果が

見込まれる場合は、民間倉庫の活用も検
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項目 現状・課題 対策・方針 

討する。 

 

 

 

情報政策課（電子計算機室） 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 情報政策課（電子計算機室） 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 800 ㎡。民間事業者が保有するビルの

4 階～6 階を借上げている。サーバルーム

や発電設備、事務室がある。 

・築 50 年を経過し、施設の老朽化が進んで

いる。 

・庁内における業務分担の見直しを行い 

機能移転及び縮小の可能性について検討す

る必要がある。 

 

・賃借部分は、民間ビルの 4 階の一部 247

㎡(サーバ室及び事務室)、5 階の一部 24

㎡(会議室)、6 階の一部 450 ㎡(マシン室

及び開発室)、地下の一部 72 ㎡(電力室)。 

・災害時に対応できるよう地下に非常用発

電機や、バッテリー設備を確保している。 

・システムのオープン化や、各種システム

の仮想サーバ集約化を進めながら、機能

移転の可能性について、検討する。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 640 万円/年（㎡あたり約

8,000 円）。 

・庁舎、事務所機能を有する他施設と比較

して光熱水費が高い傾向がある。サーバ

ルームの室温管理に伴うものと考えられ

る。 

・施設の修繕や改修については、民間事業

者側で実施している。 

 

・システム毎にサーバを設置するのではな

く、仮想化により実サーバ台数を減らし、

電力量等維持管理経費の削減に努める。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・セキュリティ対策上、一般市民の出入り

のない施設で運営されている。 

・関係部署間との連携を考慮すると、サー

バの保守を委託化するなどして事務スペ

ースを本庁舎に移転することについても

検討する必要がある。 

 

 

・セキュリティレベルの高い当施設のサー

バルームにサーバを集約しており、庁内

のサーバルーム設備を効率化している。 

・システムのオープン化や、各種システム

の仮想サーバ集約化を進めながら、機能

移転の可能性について検討する。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

・他部署からの依頼により行っている印刷

業務などの委託化など業務見直しを行う

ことにより、床面積の削減を図ることも

考えられる。 

 

・システムのオープン化等を進める中で、

業務の委託化等を進める。 

 

 

パスポートセンター 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 パスポートセンター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・延床面積 47.83 ㎡、蛍池ルシオーレビル

を一部借上げ設置している。 

 

・受付、待合及びバックヤードを備えた単

独施設としては、必要最小限のスペース

で運営している。 

・今後移転による複合化が行われれば、ス

ペースの効率化等が考えられる。 

 

② 

維持管理 

経費 

・ルシオーレビルを借り上げているため、

借上料や管理費の負担が大きい。（賃料は

年間約 370 万円） 

・夜間や日曜日のサービス提供も行ってい

るが、それに伴う経費についても、費用

対効果の検証が必要である。 

 

・今後は移転等による維持管理経費削減が

考えられる。 

・サービス提供時間や施設の複合化による

職員体制の見直しについても検討を進め

る。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・現在、市内に 1 施設配置されている。 

・利用者の利便性を考慮した施設配置につ

いて検討する必要がある。 

 

・市全域からアクセスしやすい立地であれ

ば良く、今後は本庁舎を含む他施設への

移転等についても検討を進める。 

 

④ 

施設利用 

・立地条件やサービス提供時間の利便性に

より、パスポート発行件数は増加傾向に

ある。 

 

⑤ 

公民連携 

・窓口業務の民間委託化を行っている。  
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市役所出張所 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 庄内出張所、新千里出張所 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・2 施設合計の延床面積 1,263.8 ㎡。 

・庄内出張所については、（仮称）南部コラ

ボセンターの整備に伴い、機能移転につ

いて検討中。 

・出張所で提供すべきサービス（機能）に

ついて検討の上、必要面積を精査する必

要がある。 

・文書保管スペースについても検討が必要

である。 

 

・ICT の利活用による行政手続等のオンラ

イン化が実現されれば、業務の効率化に

よる必要スペースの再考等も可能とな

る。 

・文書保管スペースについては、全庁的な

課題として対応を検討する。 

 

② 

維持管理 

経費 

・1 施設あたりの平均維持管理費は約 910

万円/年（㎡あたり約 15,000 円）。 

・庄内出張所については、築後 40 年以上が

経過し、老朽化が進んでいるため、維持

管理費が高い傾向にある。（㎡あたり維持

管理費約 16,000 円/㎡） 

 

・庄内出張所については（仮称）南部コラ

ボセンターへの機能移転を検討してい

る。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・北部、南部に各 1 施設を配置。 

・ともに北部、南部のコラボセンター内に

位置することになり、利用者の利便性は

確保されると考えられる。 

 

・行政手続きのオンライン化が実現されて

いけば、他施設への機能移転や出張所自

体の存続の必要性についても検討の余地

が生じる。 

・一方で、単に各種手続きを行う窓口だけ

でなく、千里・庄内地域における身近な

窓口という役割も果たしており、その点

については留意が必要である。 

 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

・コンビニエンスストアでの住民票の発行

等、公民が連携したサービス提供の取組

みを進めている。引き続きそうした公民

・行政サービスの高度化による、官民が連

携してのワンストップサービスの実現に

ついて、検討を進める。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

連携手法拡大の可能性について検討の余

地がある。 

・窓口業務の民間委託化を行っている。 

 

 

 

福祉事務所分室 

施設一覧 

重点検討施設 福祉会館分室、庄内分室 

その他 - 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・2 施設で約 800 ㎡。 

・福祉会館分室については、福祉会館の建

替えにあたって機能移転を検討する。 

・庄内分室については、現在労働会館内に

配置されている。労働会館は築 50 年以上

が経過し、老朽化が進行している。 

・福祉会館分室については、福祉会館の建

替え方針の策定と並行し、本庁舎にある

福祉事務所との連携を考慮した配置につ

いて検討を行う。 

・庄内分室については、（仮称）南部コラボ

センターの整備に伴う施設再編の中で移

転を検討する。 

・いずれも生活保護受給世帯数の増加に伴

い、年々必要とされる執務スペースの面

積は拡大する傾向にあり、市全体の施設

総量フレームの中で検討する必要があ

る。 

 

② 

維持管理 

経費 

・他機能とのスペース共用及び維持管理経

費の削減に努める必要がある。 

・他機能とのスペース共用及び維持管理経

費の削減に努める。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・福祉会館分室については、本庁舎福祉事

務所との事務分担及び機能連携について

精査を進める必要がある。（現在、福祉会

館分室では自立支援に係る業務を行って

いる。） 

・福祉会館分室については、本庁舎または

近隣施設への移転を視野に入れ、最適配

置について検討する必要がある。 

・庄内分室については、南部地域における

相談支援の拠点として、その最適配置に

ついて検討する必要がある。 

・福祉会館分室については、本庁舎福祉事

務所との事務分担及び機能連携について

検討を進める。 

・庄内分室については、（仮称）南部コラボ

センターの整備に伴う施設再編の中で移

転を検討する。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

・生活困窮者のセーフティネットとして、

相談者のプライバシーに配慮した相談窓

口とする必要がある。 

・生活困窮者のセーフティネットとして、

相談者のプライバシーに配慮した相談窓

口のあり方について、検討を行う。 

 

⑤ 

公民連携 

・生活困窮者のセーフティネットとして、

公共が担うべき機能として位置づけられ

る。 

・生活困窮者のセーフティネットとして、

今後も公共が担うべき機能として必要と

される施設の整備に努める。 

 

 

 

環境事業所（ごみ収集拠点） 

施設一覧 

重点検討施設 旧北部事業所 

その他 環境事業所 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・中部及び北部の 2 事業所で総延床面積は

約 6,000 ㎡であったが、収集拠点の統合

により、中部事業所の 1 施設に集約。 

・統合により中部事業所を一部増床。 

 

・平成 29 年度に事業所を統合し、ごみ収集

運搬拠点事業所を 1 施設（名称：環境事

業所）とした。 

・統合による床面積を精査した結果、一部

増床としたが、北部事業所の廃止により、

施設総量は削減した。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 4,800 万円/年（㎡あたり

約 14,000 円）。 

・面積あたり経費が、同じく作業拠点であ

る都市基盤部維持修繕事務所と比べて 2

～3 倍と高い傾向にある。 

 

・1 事業所に集約し、人件費や施設管理費

を縮減した。 

・他部局の施設状況を把握し、改善点や対

応策について検討する。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・豊中市伊丹市クリーンランドとの位置関

係や、市全域への収集体制を勘案すると、

適切な配置と考えられる。 

・緊急物資の備蓄など、災害時を想定した

機能付与等についても検討の余地があ

る。 

 

 

・災害時に備えて、仮設トイレ及び関連用

品を平成 29 年 1 月から備蓄している。仮

設トイレの設置等は環境事業所で対応す

ることとなっており、災害が発生した場

合の迅速な対応を目的としている。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

・収集運搬体制の見直しに取組み、民間委

託の拡大と、直営部門を 1 事業所体制と

した。 

 

・平成 29 年度から廃棄物は民間業者、再生

資源については市で収集している。 

 

 

公園管理事務所（大門公園） 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 公園管理事務所（大門公園） 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・大門公園内に位置し、面積は約 500 ㎡。 

・平成 27 年度に実施した機構改革に伴い、

公園みどり推進課の執務スペースが移転

した。 

・全庁的な執務スペース整理と一体となっ

た議論が必要である。 

 

・公園の維持管理業務拠点の集約化や整理

について検討する。 

 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 170 万円/年（㎡あたり約

3,000 円）。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・今後の施設配置については、全庁的な執

務スペース整理と一体となった議論が必

要である。 

 

・公園の使用許可申請など、一部の窓口事

務も取り扱っているため、来庁者の利便

性確保について検討する。 

・花とみどりの相談所との連絡調整による

効率的な運営を進める。 

 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 
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市役所本庁舎、市役所別館 

施設一覧 

重点検討施設 市役所本庁舎 

その他 
市役所別館、 

旧子育て支援センター 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・本庁舎は約 23,000 ㎡、うち第一庁舎（議

会棟含む）は築 50 年以上経過している。 

・第二庁舎及び市役所別館は、築 20 年以上

経過している。 

・執務スペース、会議室、倉庫機能、書庫

等の不足に対応しながら、更新時の機能

集約について検討する必要がある。 

 

・本庁舎のうち第一庁舎（議会棟）につい

ては、平成 28 年度に実施した躯体部分の

劣化診断結果を踏まえ、耐震化と適切な

予防保全工事を行うことにより長寿命化

に取り組む。 

・平成 29 年度中に、長寿命化に向けた新た

な庁舎保全計画を策定する。 

・執務スペースや倉庫機能に関する将来需

要を精査し、本庁舎・市役所別館の機能

集約の可否について検討する。 

・旧子育て支援センターにある庁舎執務室

エリアについては、施設建替の際に廃止

し、本庁舎または市役所別館への配置の

検討を行う。 

 

② 

維持管理 

経費 

・本庁舎の維持管理費に要している経費は

約 2.5 億/年（㎡あたり約 11,000 円）とな

っており、年々増加傾向にある。 

・そのうち本庁舎の光熱水費は約 6,000 万

円/年程度を要している。 

 

・本庁舎・市役所別館の電気調達について

は、新電力会社からの調達を行うことに

より料金の抑制に努める。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・本庁舎建替えに向けた考え方を整理し、

方針の検討が必要である。 

・方針の検討結果に基づき用地の確保等に

ついて検討の必要がある。 

・躯体部分の劣化診断（平成 28 年度実施）

の結果、本庁舎については、耐震性を確

保したうえで適切に予防保全を実施すれ

ば今後 30 年～50 年の使用が可能と診断

された。 

 

 

・第一庁舎について、躯体部分の劣化診断

結果を踏まえ、まずは今後 30 年以上の使

用を念頭に、適切な保全に基づく長寿命

化を進める。 

・併せて、次期建替に向けた用地確保や更

新計画、必要経費等について検討する。 
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項目 現状・課題 対策・方針 

④ 

施設利用 

・本庁舎の多機能化による賑わいの創出等

について検討の余地がある。 

・市として提供している窓口サービス全体

の再編等についても中長期的な視点で検

討が必要である。 

 

・庁舎内スペースの状況や費用対効果等も

踏まえつつ、実現可能性のある機能付与

について検討する。 

・機構改革時のレイアウト変更等、施設の

更新時には本庁舎のあり方について全庁

的に連携を図りながら取組みを進める。 

 

⑤ 

公民連携 

・第一庁舎の建替えにあたっては、PPP/PFI

などの公民連携手法導入による、収益施

設の併設や維持管理の一括委託等につい

て検討する必要がある。 

・全国的な庁舎建替に係る事業手法につい

て情報を収集するとともに、豊中市での

実現可能性等についても検証し、将来的

な庁舎建替時の参考情報として整理す

る。 

 

 

 

都市基盤部維持修繕事務所 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 都市基盤部維持修繕事務所 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・約 1,800 ㎡。道路維持課勝部分室に旧水

路課稲津分室を統合し、新たに都市基盤

部維持修繕事務所とした。（一部増設） 

・現状の道路及び水路維持体制に応じた施

設整備を行った。  

 

・各種業務の委託化に伴い施設を集約する

ことで、人員、維持管理等の効率化が進

んでいる。 

・今後も、各種業務の見直し、委託化等に

伴い、随時必要面積の精査に努める。 

② 

維持管理 

経費 

・維持管理費は約 1,400 万円/年（㎡あたり

約 7,400 円）。 

・施設の集約により、人員、維持管理等を

効率化し、維持管理費の削減を進めてい

る。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

  

④ 

施設利用 
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項目 現状・課題 対策・方針 

⑤ 

公民連携 

  

 

 

上下水道局庁舎 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 上下水道局庁舎 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・延床面積は約 4,300 ㎡、築年数はまもな

く 40 年になる。 

・局庁舎の延床面積は、平成 20 年度に公共

下水道事業と水道事業が統合したことか

ら、現状でも不足している。 

・本庁舎も含めた庁舎系施設の更新と一体

的な議論が必要である。 

 

・局庁舎の更新については、市庁舎の更新

と一体的な検討を進める。 

② 

維持管理 

経費 

・定期的に建物設備点検を実施し、計画的

に修繕等を実施している。 

・長寿命化を図るため、引き続き定期的な

点検を実施し、それに基づく早期の修繕

を行う。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・市全体の庁舎機能の配置戦略の中での検

討が必要である。 

・現地で建替えをする場合は、用途地域不

適合に係る課題の整理や代替施設も必要

となる。 

 

・施設の更新の際には、本庁舎への統合の

可能性や、より本庁舎に近い配置につい

ても検討する。 

④ 

施設利用 

  

⑤ 

公民連携 

・施設更新時の PPP/PFI 手法導入の可能性

等について検討の余地がある。 

 

・施設更新時には PPP/PFI 等の手法導入の

可能性について検討を行う。 
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15．その他施設 

 

市営駐車場 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 豊中駅西自動車駐車場、蛍池駅西自動車駐車場 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・ともに豊中・蛍池駅前再開発ビルにあり、

延床面積は約 3,000 ㎡。 

 

・蛍池駅西自動車駐車場については、現行

の機械式から平面式駐車場への移行の可

能性について、平成 29 年度中に検討し、

平成 30 年度までに今後の方針を明らか

にする。 

・豊中駅西自動車駐車場についても、民間

活力の導入を含めた管理運営の手法につ

いて検討を行っていく。 

 

② 

維持管理 

経費 

・駐車場設備の部品交換等、計画的に行っ

ているが、大規模改修を実施していない

ため、経年劣化等により、不具合発生件

数が増加している。 

・指定管理者制度を導入し、利用料金制と

しているため、維持管理経費は指定管理

者が支出しているが、将来大規模改修を

実施する際には、市での費用負担が必要

となる。 

 

・引き続き、中・長期計画に基づき、適切

な計画修繕を進めるとともに、維持管理

費の削減手法について検討する。 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・民間駐車場の整備が進む中で、利用度は

低調。修正回転率はともに 1 前後である。 

・公共として果たすべき交通政策を踏まえ

た機能廃止等に関する検討が必要であ

る。 

 

・駐車場の平面化の検討や、周辺民間駐車

場の活用等、必要機能を他の手法で代替

する可能性について、検討する。 

 

④ 

施設利用 

・民間駐車場の整備が進む中で、利用度は

低調。修正回転率はともに 1 前後である。 

 

・駐車場の利用料金等の周知のため、ホー

ムページ、チラシ等を作成するなど、指

定管理者と協議しながら周知に努めてい

る。 

・利用者アンケートの実施や利用状況のデ

ータ分析により、利用者のニーズを反映
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項目 現状・課題 対策・方針 

した運営に努めている。 

 

⑤ 

公民連携 

・それぞれ指定管理者による運営を行って

いる。 

 

・指定管理者制度を導入済みであるが、新

たな民間活力導入手法について検討を行

う。 

 

 

 

市営駐車場 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 緑地公園駅西自動車駐車場 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・民間による同等のサービスの提供が可能

であることから、公共でサービスを担う

必要性は低い。 

 

・平成 29 年度末に廃止予定。 

 

② 

維持管理 

経費 

・委託料や回数駐車券等の購入などの経費

はあるものの、駐車場の利用率が高く、

収支は大きく黒字である。 

 

・平成 29 年度末に廃止予定。 

・平成 30 年度から、民間事業者への行政財

産使用許可による民営駐車場として運営

予定。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・利用率が高く、駐車場需要は高い。 

 

・平成 29 年度末に廃止予定。 

・平成 30 年度から、民間事業者への行政財

産使用許可による民営駐車場として運営

予定。 

 

④ 

施設利用 

・回数駐車券の発行や障害者等への減免の

ほか、料金設定の見直しや１日最大料金

の設定などにより、利用促進を図った。 

・民間による同等のサービスの提供が可能

であることから、公共でサービスを担う

必要性は低い。 

 

・平成 29 年度末に廃止予定。 

 

⑤ 

公民連携 

・管理運営業務を委託している。 

 

・平成 29 年度末に廃止予定。 

・平成 30 年度から、民間事業者への行政財
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項目 現状・課題 対策・方針 

産使用許可による民営駐車場として運営

予定。 

 

 

 

螢池北青少年運動広場 

施設一覧 

重点検討施設 - 

その他 螢池北青少年運動広場 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・建物（便所、休憩所等）で約 60 ㎡。 

・防球ネット、雨水貯留施設を備えている。 

・誰もが利用できる運動広場であるととも

に、避難所であるという特性を踏まえ、

今後のあり方について検討を行う。 

 

② 

維持管理 

経費 

・公園、スポーツ施設等と一体的な維持管

理を行うことについて、検討する必要が

ある。 

・公園、スポーツ施設等と一体的な維持管

理を行うことについて、他部局と連携し、

検討を行う。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・利用状況や類似機能を有する施設の配置

状況を踏まえ、施設の必要性について検

討する必要がある。 

・利用状況や類似機能を有する施設の配置

状況を踏まえ、施設の必要性について検

討する。 

④ 

施設利用 

・施設の使用にあたっては、螢池人権まち

づくりセンターにおいて申込み受付けを

行っている。 

・スポーツ施設としての位置付けについて

検討する必要がある。 

 

・環境改善事業として設置された経緯を踏

まえ、今後のあり方について検討する。 

⑤ 

公民連携 

・利用団体や周辺住民と連携しつつ、施設

の維持管理を進める方策について検討す

る必要がある。 

・利用団体、周辺住民等とともに、平成 27

年度から年 1 回、清掃活動と防災関連企

画を実施している。 
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文化財施設 

施設一覧 

重点検討施設 旧水路課稲津分室（文化財収蔵庫として暫定利用） 

その他 
旧新田小学校校舎、原田城跡、旧羽室家住宅 

勝部遺跡収蔵庫 

 

□ 再編に向けた課題と方針 

項目 現状・課題 対策・方針 

① 

施設総量 

フレーム 

・平成 26 年度当初は約 900 ㎡であったが、

旧水路課稲津分室が加わり、約 3,200 ㎡

となっている。 

・旧水路課稲津分室については、平成 29 年

4 月から文化財の保管等で暫定的に活用

している。 

・旧新田小学校校舎及び原田城跡・旧羽室

家住宅は文化財であり、建物そのものの

保存管理が求められる。 

・勝部遺跡収蔵庫及び文化財収蔵庫として

暫定利用している旧水路課稲津分室につ

いては、今後、文化財の恒久的・一元的

な保管場所確保の課題について検討する

中で、そのあり方について検討する。 

・文化財の保管場所については、施設総量

フレームを踏まえ平成 34 年度までに方

針を定める。 

 

② 

維持管理 

経費 

・文化財としての価値を維持するため、計

画的な改修及び修繕が必要である。 

・日常的な維持管理については、市有文化

財等 12 か所を一括して指名競争入札し、

経費削減を図っている。 

 

③ 

戦略的配置 

複合化 

多機能化 

・旧新田小学校校舎及び原田城跡・旧羽室

家住宅は文化財であり、建物そのものの

保存管理が求められる。 

・現状、随時出土する文化財については、

勝部遺跡収蔵庫をはじめ、学校施設の余

裕教室を暫定利用する等、比較的狭いス

ペースに分割して保管している状態であ

る。今後、管理の効率化及び文化財の効

果的な展示、保管場所確保の方策につい

て検討する必要がある。 

 

・旧新田小学校校舎および原田城跡・旧羽

室家住宅は文化財であり、建物そのもの

の保存管理が求められる。 

・勝部遺跡収蔵庫及び文化財収蔵庫として

暫定利用している旧水路課稲津分室につ

いては、今後、文化財の恒久的・一元的

な保管場所確保の課題について検討する

中で、そのあり方について検討する。 

 

④ 

施設利用 

・文化財としての価値を活用したイベント

などを実施している。まちの活性化のた

めの資源としての可能性を探りながら費

用対効果の検証なども進める必要があ

る。 

・来場者の増加を図るため、郷土の歴史・

文化財をテーマとした講座のほか、他機

関との共催によるガイドツアーの実施な

ど、市民の関心を喚起する企画等に努め

る。また事業は市ホームページを用いて
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周知し、充実した情報提供により来場者

増につなげる。 

 

⑤ 

公民連携 

・民間事業者や地域団体との協働による利

用促進事業の展開や施設維持管理につい

て検討する必要がある。 

・原田城跡・旧羽室家住宅の一般公開等管

理運営を NPO 法人に委託している。 

・旧新田小学校校舎について、市民との協

働による管理運営の可能性や課題につい

て検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


